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決算概要に記載している各数値については億円単位、万円単位、千円単位で表記するため

に原則として端数を四捨五入しているため、各表の計算結果が一致しない場合や増減額・率

が円単位のものと異なる場合があります。 
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令和７年度の財政運営 
 

令和７年度の国の予算は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」で示された賃上げ
と投資がけん引する成長型経済の実現に向け、デフレからの完全脱却を確かなものとする
とともに、少子化対策・こども政策の抜本強化、地方創生２.０の起動といった課題を踏まえ、
経済・財政一体改革を着実に推進するとの方針に基づき編成された。 

地方財政対策としては、物価高騰や賃上げに伴う人件費等の増加が見込まれる中、地
方団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、こども・子育て政策の強化、デジタル化の推
進、防災・減災、国土強靱化などの様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提
供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和６年度を１.８兆円上回る６７.５
兆円が確保されるとともに、臨時財政対策債の発行額が制度創設以降初めてゼロとなった。
また、令和７年度の給与改定に伴う所要額に対応するための給与改善費が新たに計上さ

れるとともに、自治体のデジタル化を推進するためのデジタル活用推進事業費が新たに計
上されたところである。 

本市の令和７年度当初予算は、令和４年度にスタートしたまちづくりの基本的な指針「ま
ちづくり構想 福知山」の計画年度の４年目にあたり、幸せを生きる将来像を実現していく
「次世代につなぐ幸せを生きるまち実現予算」として編成した。令和６年６月の市長選挙の
公約実現に向けた新規・拡充事業を盛り込んだ積極型の予算とし、「まちづくり構想 福知
山」で示す将来像や公約を実現するために、子育てや教育、福祉、環境、産業などあらゆ
る分野に目配りをしつつも、物価や人件費の高騰にも対応し財政の持続性の確保に留意
したメリハリのある予算とした。また年度中には国の重点支援地方交付金による家庭の食料
品等高騰対策などのため、第１０号まで補正予算を編成した。 

一般会計の歳入歳出決算規模は、福知山市食料品等高騰対策臨時特別給付金事業
や物価高対応子育て応援手当事業などに係る経費に加え、つつじが丘・向野団地建替事

業や小・中学校 ICT 環境整備事業などの経費が増加したこと、人事院勧告に準じた給与
改定や扶助費に係る公定価格改定等により、歳入・歳出とも過去３番目の大型決算となっ
た。決算収支としては、市税や地方交付税において予算を上回る歳入を確保できたほか、
財政調整基金などの基金繰入による財源確保などにより、一般会計の実質収支は６.６億円
の黒字となった。 

財政に関する指標については、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、人件費や
物件費が増加したことなどにより、前年度から０.３ポイント上昇し９６.７％となった。また、健
全化判断比率は４指標いずれも早期健全化基準内であり、このうち実質公債費比率は単
年度比率では１.０ポイント改善したが、３か年平均値では０.１ポイント上昇し１０.１％、将来
負担比率は０.８ポイント上昇し２９.１％となった。一般会計の基金残高の総額（定額運用基
金除く。）は、前年度から０.３億円減の９０.１億円となったが、財源対策基金としては０.３  

億円増加し、４１.１億円となっている。一般会計の市債残高の総額は、繰上償還を実施した
ことなどにより前年度から８.４億円減の４３３.７億円となった。これらの令和７年度決算にか
かる指標等については概ね堅調であると言えるが、将来負担比率や経常収支比率が上昇
傾向にあり、さらに中東情勢や円安による影響が長期化し、先行きが極めて不透明かつ流
動的な状況が続いている。こうした中で、令和８年度も引き続き物価や労務費、人件費の高
騰を見込みつつ、令和４年３月に策定した「福知山市持続可能な財政運営の基本方針（令
和 ４年度～令和８年度）」を踏まえ、健全な財政を堅持していくためのさらなる行財政改革
が必要である。 
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一般会計 

１ 決算規模 

  

 

 

 

○ 歳入総額  ５０５億２８７４万円（2億 2177 万円  0.4％増) 

（数値は万円未満を四捨五入。( )内は前年度増減）  
歳入総額は５０５億２８７４万３５３３円で対前年度比２億２１７６万６５８０円の増となった。 

歳入に占める自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄

附金、繰入金、諸収入、繰越金）の比率は３５.２％（前年度３５.６％）で、その額は１７７億 

８６７９万円、前年度比１億１８５１万円の減となった。主な減少要因は、減債基金や財政調

整基金、ふるさと納税基金などの繰入金の減、事業系廃棄物の搬入量減少に伴う廃棄物

手数料の減などである。 

依存財源の比率は、６４.８％（前年度６４.４％）で、その額は３２７億４１９５万円、前年度

比３億４０２８万円の増となった。増加した要因は、臨時費目である臨時経済対策費の増

等により普通交付税が増加したこと、小・中学校のタブレット更新や国政選挙執行・府知

事選挙準備などに伴い府支出金が増加したこと、地方消費税の税収増に伴い地方消費

税交付金が増加したことなどである。 

なお、令和７年度は国の臨時財政対策債発行額がゼロとなり、普通交付税は１１４億  

９５２９万円、財政調整基金の繰入金は１億７５００万円であった。 

 

市税  １２６億５５３６万円（6 億 4211 万円  5.3％増 徴収率 98.83 %) 

個人市民税は、令和６年度に実施された定額減税の影響が解消されたことに加え、給

与所得の伸びにより４億８６６８万円(１３.６％)の増収、また、固定資産税については、設備

投資等の増を受けて１億７８１６万円(３.０％)の増収となった。 

このほか、法人市民税は世界経済の影響等による企業収益の変動により２５４８万円 

(１.８％)の減収となったが、市税全体としては６億４２１１万円(５.３％)の増となった。 

  

歳入決算額  ５０,５２８,７４３,５３３円（前年度比 ０.４％増） 

歳出決算額  ４９,８３２,８０４,６１０円（前年度比 ０.５％増） 

 

義務的経費、物件費の増加により過去３番目の大型決算に 

R07 R06 増減

個人市民税 ４０億７７４９万円 ３５億９０８１万円 ４億８６６８万円[ 13.6％]増

法人市民税 １３億６８４８万円 １３億９３９５万円 ２５４８万円[  1.8％]減
固定資産税 ６０億２１０９万円 ５８億４２９３万円 １億７８１６万円[  3.0％]増
軽自動車税 ３億３１８２万円 ３億２７８０万円 ４０３万円[  1.2％]増
たばこ税 ５億８７４７万円 ５億９４５７万円 ７１０万円[  1.2％]減
入湯税 ８１１万円 ８６５万円 ５４万円[  6.2％]減

都市計画税 ２億６０９０万円 ２億５４５５万円 ６３５万円[  2.5％]増

　総額 １２６億５５３６万円 １２０億１３２６万円 ６億４２１１万円[  5.3％]増



3 

 

地方譲与税・府税交付金等 ３４億７５９６万円（1億 3240 万円  3.7％減) 

地方消費税交付金が１億５９４０万円、株式等譲渡所得割交付金が２９１０万円の増と

なった。一方で、定額減税減収補填特例交付金の減により、地方特例交付金が３億   

４２１３万円の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税  １３０億８２８６万円（9 億 2195 万円  7.6％増) 

普通交付税は、８億７４５７万円の増となった。 

基準財政収入額は、市民税の２.４億円の増などにより２.２億円の増となった。基準財

政需要額は、臨時費目である臨時経済対策費などによる増があったことに加え、個別算

定経費においてこども子育て費が２.７億円の増となったことなどにより、１０.７億円の増と

なった。 

特別交付税は、４７３８万円の増となり、地方交付税の総額では９億２１９５万円増の  

１３０億８２８６万円であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準財政需要額 
232.2 億円(＋10.7 億円) 

基準財政収入額  
117.6 億円(＋2.2 億円)  

錯誤額 0.3 億円 
調整額   0 円 
(合計 ＋0.3 億円) 

臨時財政対策債 
0 円 

（皆減） 

普通交付税 
115.0 億円 

(＋8.7 億円) 

R07 R06 増減

地方譲与税 ５億３８０４万円 ５億２７２９万円 １０７５万円[  2.0％]増

利子割交付金 ２１９２万円 ５６８万円 １６２４万円[285.9％]増
配当割交付金 １億２２７３万円 １億２２２４万円 ４９万円[  0.4％]増
株式等譲渡所得割交付金 １億８１１８万円 １億５２０８万円 ２９１０万円[ 19.1％]増
地方消費税交付金 ２１億５４０８万円 １９億９４６８万円 １億５９４０万円[  8.0％]増
ゴルフ場利用税交付金 ５４４万円 ５９６万円 ５２万円[  8.7％]減
環境性能割交付金 ８５０７万円 ９２０１万円 ６９４万円[  7.5％]減
法人事業税交付金 ２億４９４０万円 ２億４８７６万円 ６４万円[  0.3％]増

国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２６６７万円 ２５７３万円 ９５万円[  3.7％]増
地方特例交付金 ８４４４万円 ４億２６５６万円 ３億４２１３万円[ 80.2％]減
交通安全対策特別交付金 ７００万円 ７３７万円 ３８万円[  5.1％]減

　総額 ３４億７５９６万円 ３６億８３６万円 １億３２４０万円[  3.7％]減

R07 R06 増減

普通交付税　Ａ－Ｂ＋Ｃ＋Ｄ １１４億９５２９万円 １０６億２０７１万円 ８億７４５７万円[  8.2％]増
　基準財政需要額Ａ＝（①～⑩）-⑪ ２３２億２３２４万円 ２２１億５４００万円 １０億６９２４万円[  4.8％]増

　　　①個別算定経費 １６２億８３９０万円 １５５億８２９３万円 ７億９８万円[  4.5％]増
　　　②地域の元気創造事業費 ２億２５９０万円 ２億２７４７万円 １５７万円[  0.7％]減
　　　③人口減少等特別対策事業費 ２億９２２８万円 ３億４３万円 ８１５万円[  2.7％]減
　　　④地域社会再生事業費 １億８１０５万円 １億８１２０万円 １５万円[  0.1％]減
　　　⑤地域デジタル社会推進費 ８８９５万円 １億１３５７万円 ２４６２万円[ 21.7％]減

　　　⑥臨時経済対策費 ３億９９５５万円 ９７１３万円 ３億２４２万円[311.4％]増
　　　⑦給与改定費 １億２１８４万円 １億３９１５万円 １７３１万円[ 12.4％]減

　　　⑧臨時財政対策債償還基金費 ７９７４万円 １億４５５５万円 ６５８１万円[ 45.2％]減
　　　⑨公債費 ３４億８０３６万円 ３５億５３５万円 ２４９９万円[  0.7％]減

　　　⑩包括算定経費 ２０億６９６８万円 １９億４６０６万円 １億２３６２万円[  6.4％]増
　　　⑪臨時財政対策債振替相当額 － ８４８２万円 ８４８２万円[ 皆減] 　　
　基準財政収入額Ｂ １１７億６０７６万円 １１５億３６３５万円 ２億２４４１万円[  1.9％]増
　錯誤額Ｃ ３２８０万円 ３０６万円 ２９７４万円[971.2％]増
　調整額Ｄ － －　 －　

特別交付税 １５億８７５８万円 １５億４０１９万円 ４７３８万円[  3.1％]増

普通交付税＋特別交付税 １３０億８２８６万円 １２１億６０９１万円 ９億２１９５万円[  7.6％]増
普通交付税＋臨時財政対策債 １１４億９５２９万円 １０７億５５４万円 ７億８９７５万円[  7.4％]増
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分担金及び負担金  １億６４３５万円（1050 万円  6.0％減) 

保育料（私立・広域）の減や、下天津地区公民館新築事業、林道施設災害復旧事業

の完了に伴う分担金の減少などにより、総額で６.０％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料及び手数料  ９億７４４１万円（9753 万円  9.1％減) 

市民交流プラザふくちやま別館の開館に伴う使用料収入の増などがあったものの、 

事業系廃棄物の搬入量が減少したことに伴い廃棄物手数料が大きく減となったことから、

総額で１.０億円、９.１％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国庫支出金  ８１億１９５８万円（3 億 4358 万円  4.1％減) 

総額は３.４億円、４.１％の減となった。 

制度拡充により児童手当負担金が３.５億円、子どものための教育・保育給付交付金が

１.６億円の増となったほか、物価高騰対策として措置された物価高対応子育て応援手当

補助金が２.４億円の増となった。一方で、地方創生臨時交付金を活用した住民税非課

税世帯等臨時特別給付金事業が２.７億円の減、その他の地方創生臨時交付金につい

ても１.３億円の減となった。 

投資的経費関連では、地域間交流促進ネットワーク事業(市道整備)が０.９億円の増、

つつじが丘・向野団地建替事業が１.５億円の減、土木施設災害復旧費負担金が事業完

了に伴い４.５億円の減となった。 

 

R07 R06 増減

養護老人ホーム ２９６２万円 ２８２９万円 １３３万円[  4.7％]増
急傾斜地崩壊対策事業地元分担金 ３７５万円 ２７５万円 １００万円[ 36.4％]増
水土里ネット京都関連事業 ３９２万円 ３１４万円 ７８万円[ 24.7％]増

農地・農業用施設災害復旧事業 － ５８万円 ５８万円[ 皆減] 　　

居宅生活支援費 １２５６万円 １４３１万円 １７５万円[ 12.2％]減

林道施設災害復旧事業 － ２３８万円 ２３８万円[ 皆減] 　　

下天津公民館新築事業分担金 － ２５５万円 ２５５万円[ 皆減] 　　

保育料（私立・広域） １億２７６万円 １億７７８万円 ５０２万円[  4.7％]減

　総額 １億６４３５万円 １億７４８５万円 １０５０万円[  6.0％]減

R07 R06 増減

市民交流プラザふくちやま別館使用料 ２３９万円 －　 ２３９万円[ 皆増] 　　

市営住宅・団地内駐車場使用料 １億４６６８万円 １億４４３８万円 ２３０万円[  1.6％]増
佐藤太清記念美術館入館料 ２７０万円 ５９万円 ２１１万円[356.1％]増

放課後児童クラブ使用料 ５７４３万円 ５６０５万円 １３８万円[  2.5％]増

（保育園）利用者負担額（公立・広域） １６４６万円 １５３１万円 １１６万円[  7.6％]増
厚生会館使用料 ８４９万円 ７６８万円 ８１万円[ 10.6％]増

三和荘及び関連施設使用料 １６１０万円 １５３６万円 ７４万円[  4.8％]増

駅周辺使用料（駐車場、駐輪場、駅前広場） ２２７２万円 ２２１４万円 ５８万円[  2.6％]増
各公民館使用料 ３６２万円 ３２８万円 ３４万円[ 10.4％]増

福知山城天守閣入館料等 １５８３万円 １６６０万円 ７７万円[  4.6％]減

鉄道館入館料等 ６８８万円 ７８９万円 １０１万円[ 12.8％]減
火葬棟・葬祭棟等使用料 ２７９９万円 ２９２０万円 １２０万円[  4.1％]減

戸籍住民手数料 ２３８７万円 ２５３０万円 １４３万円[  5.6％]減

鬼の里Ｕターンプラザ使用料 ５５８万円 ７１９万円 １６１万円[ 22.4％]減
廃棄物手数料（一般廃棄物、産業廃棄物、市庁内外ごみ、下水道（灰・しさ）、指定ごみ袋処理、粗大ごみ収集）

３億２９８８万円 ４億３１１１万円 １億１２３万円[ 23.5％]減

　総額 ９億７４４１万円 １０億７１９３万円 ９７５３万円[  9.1％]減
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府支出金  ３６億６０４６万円（2億 9003 万円  8.6％増) 

GIGA スクール構想に基づく小・中学校のタブレット型端末更新に伴い京都府公立学

校情報機器整備事業費補助金が２.４億円の増となったほか、子どものための教育・保育

給付府費交付金が０.８億円の増、参議院・衆議院選挙執行及び京都府知事選挙準備

に伴い選挙委託金が０.７億円の増となった。災害に強い森づくり事業で１.０億円、林道

施設災害復旧事業で０.９億円の減となったものの、総額では２.９億円、８.６％増であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産収入  ４億２４２７万円（6822 万円  19.2％増) 

公社継承土地等の売払がなかったことなどにより土地売払収入が減となったものの、

上下水道サービスセンターの配当金・株式売払収入の増や、美術館グッズ販売収入等

による物品販売収入の増などが影響し、総額で６８２２万円、１９.２％の増となった。 

 

R07 R06 増減
京都府公立学校情報機器整備事業費補助金 ２億４２９５万円 －　 ２億４２９５万円[ 皆増] 　　
子どものための教育・保育給付府費交付金 ６億８８３２万円 ６億１３２０万円 ７５１２万円[ 12.2％]増
選挙委託金（⑦参議院・衆議院・知事/⑥衆議院） １億２４３９万円 ５０８０万円 ７３５８万円[144.8％]増
基幹統計調査委託金 ５０５８万円 －　 ５０５８万円[ 皆増] 　　
重層的支援体制整備事業交付金 ４０８５万円 －　 ４０８５万円[ 皆増] 　　
介護給付費（福祉サービス）・障害児入所給付費 ５億８０３６万円 ５億４１４６万円 ３８９１万円[  7.2％]増
京都府地域密着型サービス等整備助成事業補助金 ２７１６万円 ２６０万円 ２４５６万円[944.5％]増
つつじが丘団地建替事業負担金 ４０４２万円 ２０８６万円 １９５７万円[ 93.8％]増
ため池等農地災害危機管理対策事業（農村地域防災減災事業） １６９７万円 －　 １６９７万円[ 皆増] 　　
国保基盤安定負担金(保険料軽減分) １億７３０５万円 １億５６４４万円 １６６１万円[ 10.6％]増
多面的機能支払交付事業 １億２１４８万円 １億５０３万円 １６４５万円[ 15.7％]増
鳥獣被害防止総合対策整備交付金事業 １３１８万円 －　 １３１８万円[ 皆増] 　　
生活保護費 ２７８９万円 １５４８万円 １２４２万円[ 80.2％]増
消防車両更新事業 １２１３万円 －　 １２１３万円[ 皆増] 　　
府医療費助成関連（事務費分及び扶助費分） ２億３００３万円 ２億１９５４万円 １０４９万円[  4.8％]増

中山間地域等直接支払交付事業 ７９２７万円 ８９３９万円 １０１２万円[ 11.3％]減

子育てのための施設等利用給付交付金 １７７万円 １２４５万円 １０６８万円[ 85.8％]減
子ども子育て支援整備事業 － １５４１万円 １５４１万円[ 皆減] 　　
京野菜生産加速化事業 ６１６万円 ２２０５万円 １５８９万円[ 72.1％]減
きょうと地域連携交付金 １億５７６万円 １億２６５０万円 ２０７５万円[ 16.4％]減
出産・子育て応援交付金 ５４１万円 ４８４５万円 ４３０４万円[ 88.8％]減
農地・農業用施設災害復旧事業 － ５１７８万円 ５１７８万円[ 皆減] 　　
林道施設災害復旧事業 － ８６２９万円 ８６２９万円[ 皆減] 　　

災害に強い森づくり事業 － ９９９０万円 ９９９０万円[ 皆減] 　　

　総額 ３６億６０４６万円 ３３億７０４３万円 ２億９００３万円[  8.6％]増

［○福祉医療費（ひとり親・障害） ○京都子育て支援医療費 ○老人医療 ○重度心身障害老人 ○障害者自立支援医療特別対策］

R07 R06 増減

児童手当負担金 １２億６７７７万円 ９億１２９１万円 ３億５４８６万円[ 38.9％]増

物価高対応子育て応援手当補助金 ２億３８０６万円 －　 ２億３８０６万円[ 皆増] 　　
子どものための教育・保育給付交付金 １６億１８３６万円 １４億６０９０万円 １億５７４６万円[ 10.8％]増
地域間交流促進ネットワーク事業(市道整備)(地方創生道整備推進交付金) １億４４２０万円 ５７６５万円 ８６５５万円[150.1％]増

介護給付費（福祉サービス）・障害児入所給付費 １１億７９７３万円 １１億１７９１万円 ６１８２万円[  5.5％]増
人権関連施設集約整備事業（防衛省民生安定施設整備補助金） ５７４５万円 －　 ５７４５万円[ 皆増] 　　

生活保護費負担金 １１億２７０９万円 １０億６９６６万円 ５７４３万円[  5.4％]増

妊婦のための支援給付交付金 ４４５５万円 －　 ４４５５万円[ 皆増] 　　
社会資本整備総合交付金事業 ３３９５万円 １億１１７５万円 ７７８０万円[ 69.6％]減

橋りょう長寿命化対策事業 １億２５１９万円 ２億４４８万円 ７９２９万円[ 38.8％]減

子ども子育て支援整備事業 － １億１４６９万円 １億１４６９万円[ 皆減] 　　
地方創生臨時交付金（住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業分除く） ５億２５９９万円 ６億５１５４万円 １億２５５６万円[ 19.3％]減

第４期埋立処分場整備事業（循環型社会形成推進交付金） ８２８万円 １億３８６７万円 １億３０３９万円[ 94.0％]減

つつじが丘・向野団地建替事業（社会資本整備総合交付金） ２億７８９万円 ３億５９２４万円 １億５１３５万円[ 42.1％]減
福知山市住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 １億９６３５万円 ４億６７７６万円 ２億７１４２万円[ 58.0％]減

土木施設災害復旧費負担金 － ４億４９３５万円 ４億４９３５万円[ 皆減] 　　

　総額 ８１億１９５８万円 ８４億６３１６万円 ３億４３５８万円[  4.1％]減
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寄附金  ８億８７０７万円（3億 2966 万円  59.1％増) 

ふるさと納税寄附金が３億２３９２万円、企業版ふるさと納税寄附金が５８０万円増加し

たことにより、総額で３億２９６６万円、５９.１％の増となった。ふるさと納税は計３万６４５７

件、企業版ふるさと納税は長田野工業団地立地企業などから計１１件であった。 

 

 

 

 

 

繰入金  １５億２１４４万円（6 億 2755 万円  29.2％減) 

ふるさと納税基金の繰入れが１.６億円減、過疎地域持続的発展基金の繰入れが０.６

億円減となったことなどにより、総額は大きく減少した。そのほか、減債基金繰入れは２.０

億円の減となり、財政調整基金は、原油価格・物価高騰関連などとして１.８億円を繰入れ

たが、前年度からは１.８億円減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸収入  ７億６２６５万円（1400 万円  1.8％減) 

京都府中・北部地域消防指令センターのシステム保守にかかる他市町負担金の増や、

食材費の高騰による学校給食費の増などがあったものの、令和６年度の談合行為等に対

する処置に関する違約金が皆減となったほか、隔年で大きな増減を繰り返す消防団員退

職報償金が減となり、総額では１４００万円、１.８％の減となった。 

 

 

 

 

 

R07 R06 増減

企業誘致促進及び工場等操業支援基金 ７２８７万円 １６１６万円 ５６７２万円[351.0％]増
用品調達基金 １８１７万円 － １８１７万円[ 皆増] 　　

地域福祉基金 ７７０５万円 ５９９６万円 １７０８万円[ 28.5％]増
地域振興基金 ２億４５９４万円 ２億７９２９万円 ３３３５万円[ 11.9％]減

公共施設等総合管理基金 １億１８４１万円 １億５６５４万円 ３８１３万円[ 24.4％]減
合併算定替逓減対策基金 － ５０２２万円 ５０２２万円[ 皆減] 　　

過疎地域持続的発展基金 ９５５３万円 １億５１４７万円 ５５９４万円[ 36.9％]減
ふるさと納税基金 ２億７１４９万円 ４億３０２６万円 １億５８７７万円[ 36.9％]減
財政調整基金（原油価格・物価高騰関連ほか財源不足額） １億７５００万円 ３億５０００万円 １億７５００万円[ 50.0％]減
減債基金 ３億５５５１万円 ５億５５５５万円 ２億５万円[ 36.0％]減

　総額 １５億２１４４万円 ２１億４８９８万円 ６億２７５５万円[ 29.2％]減

R07 R06 増減

土地売払収入 ４７０万円 ３０３８万円 ２５６９万円[ 84.5％]減

土地建物貸付収入 ２億９６１万円 ２億１７７６万円 ８１５万円[  3.7％]減

物品売払収入 ８５７８万円 ７２２２万円 １３５６万円[ 18.8％]増

自動販売機設置貸付収入 １３２５万円 １３８３万円 ５８万円[  4.2％]減

株式売払収入（福知山上下水道サービスセンター） １２４２万円 －　 １２４２万円[ 皆増] 　　

利子及び配当金 ９６７８万円 ２０１１万円 ７６６７万円[381.3％]増

　総額 ４億２４２７万円 ３億５６０５万円 ６８２２万円[ 19.2％]増

○公社継承土地等 ⑦0円/⑥２２９７万円 ○法定外公共用財産（里道・水路） ⑦３３３万円/⑥７４１万円

○その他の普通財産土地 ⑦１３７万円/⑥0円

R07 R06 増減

延滞金 ９８９万円 ７６１万円 ２２８万円[ 29.9％]増

貸付金元利収入 ２３１８万円 ２４５７万円 １３９万円[  5.7％]減

受託事業収入 ２１３９万円 ４１８万円 １７２１万円[412.2％]増

○埋蔵文化財発掘調査 ⑦１４８１万円/⑥１２３万円 ○いきいき・おでかけ応援事業 ⑦２６８万円/⑥０円

○農地中間管理事業 ⑦３９０万円/⑥２９５万円

R07 R06 増減

指定寄附金 ８億８７０７万円 ５億５７４１万円 ３億２９６６万円[ 59.1％]増
　※うちふるさと納税 (⑦36,457件/⑥24,803件 ） ８億４１７９万円 ５億１７８７万円 ３億２３９２万円[ 62.5％]増
　※うち企業版ふるさと納税 (⑦11件/⑥4件 ） ４１８０万円 ３６００万円 ５８０万円[ 16.1％]増

　総額 ８億８７０７万円 ５億５７４１万円 ３億２９６６万円[ 59.1％]増
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市債  ４４億３１０万円（3億 9572 万円  8.2％減) 

総額で、前年度から４.０億円、８.２％の減となった。つつじが丘・向野団地建替事業、

小・中学校 ICT 環境整備事業が増となったが、第４期埋立処分場整備事業の事業進捗

による減、桃映地域公民館等整備事業の完了による減、令和５年台風第７号災害に係る

災害復旧事業の完了による減などにより、総額は減少した。 

また、臨時財政対策債は平成１３年度の制度創設以降、初めて発行額がゼロとなった。 

 

 

 

  

R07 R06 増減

以下、雑入のうち主なもの

　　京都府中・北部地域消防指令センター負担金 ３９４８万円 １１８４万円 ２７６４万円[233.4％]増

　　学校給食費 ３億３９４８万円 ３億１９７８万円 １９７１万円[  6.2％]増
　　地域スポーツ活動推進事業助成 ２２４０万円 ５９８万円 １６４２万円[274.3％]増

　　京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会負担金 ９３２万円 －　 ９３２万円[ 皆増] 　　

　　生活保護費返還金等 ２１３４万円 １６８９万円 ４４５万円[ 26.3％]増
　　中丹地域有害鳥獣処理施設管理運営他市負担金 ３２４４万円 ２８１９万円 ４２６万円[ 15.1％]増

　　社会福祉法人福知山市社会福祉協議会派遣職員負担金 ３９２万円 －　 ３９２万円[ 皆増] 　　

　　京都地方税機構負担金 ５０８３万円 ４８１０万円 ２７３万円[  5.7％]増
　　施設型給付費等返還金 ２７６万円 ３０万円 ２４６万円[821.3％]増
　　コミュニティ助成事業助成金 ５００万円 ８６０万円 ３６０万円[ 41.9％]減
　　派遣職員共済費 ２万円 ４３７万円 ４３５万円[ 99.5％]減
　　水土里ネット京都関連事業交付金 ４５０万円 ２３４０万円 １８９０万円[ 80.8％]減

　　住宅新築資金組合収支残額受入金 １４２９万円 ３４１４万円 １９８５万円[ 58.1％]減

　　消防団員退職報償金 １９１５万円 ４９６６万円 ３０５２万円[ 61.4％]減
　　談合行為等に対する処置に関する違約金 － ５８８０万円 ５８８０万円[ 皆減] 　　

　総額 ７億６２６５万円 ７億７６６５万円 １４００万円[  1.8％]減

R07 R06 増減
つつじが丘・向野団地建替事業(公営住宅) １２億９９５０万円 ４億４０９０万円 ８億５８６０万円[194.7％]増
小・中学校ICT環境整備事業（デジタル活用推進） １億７８６０万円 －　 １億７８６０万円[ 皆増] 　　
人権ふれあいセンター等改修事業（緊急防災・減災） １億２８５０万円 －　 １億２８５０万円[ 皆増] 　　
消防車両更新事業（緊急防災・減災、防災対策） １億２３８０万円 １６７０万円 １億７１０万円[641.3％]増
人権関連施設集約整備事業(緊急防災・減災) １億２２２０万円 ３３８０万円 ８８４０万円[261.5％]増
地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備）(公共事業等、行政改革推進) １億３９７０万円 ５１８０万円 ８７９０万円[169.7％]増
公共施設除却事業（集会施設）（農林整備課）（公共施設等適正管理） ４６５０万円 －　 ４６５０万円[ 皆増] 　　
斎場施設改修事業（合併特例） １億６８４０万円 １億２４３０万円 ４４１０万円[ 35.5％]増
街路整備事業（街路整備事業、街路事業（福知山綾部線・篠尾線 篠尾工区））（公共事業等、国土強靱化、地方道路等整備、行政改革推進）

８４５０万円 ４８００万円 ３６５０万円[ 76.0％]増
交通安全対策整備事業（通学路緊急対策）(緊急自然災害、公共事業等、行政改革推進)

５５５０万円 ３４３０万円 ２１２０万円[ 61.8％]増
福知山市動物園活性化事業(地域活性化) ８９０万円 ３０１０万円 ２１２０万円[ 70.4％]減
過疎地域持続的発展基金造成事業（過疎対策） ７２５０万円 ９７６０万円 ２５１０万円[ 25.7％]減
地域公民館等施設改修事業(緊急防災・減災) １８６０万円 ４６２０万円 ２７６０万円[ 59.7％]減
北部保健福祉センター改修事業 － ３０９０万円 ３０９０万円[ 皆減] 　　
公立保育所環境整備事業 － ３３６０万円 ３３６０万円[ 皆減] 　　
大江地域施設改修事業 － ３３９０万円 ３３９０万円[ 皆減] 　　
消防団施設整備事業（緊急防災・減災） １億１２７０万円 １億４７００万円 ３４３０万円[ 23.3％]減
小学校施設改修事業（学校教育施設、緊急防災・減災、行政改革推進）（R6は中学校含む）

１２９０万円 ４９４０万円 ３６５０万円[ 73.9％]減
放課後児童クラブ整備事業（社会福祉施設） ５２０万円 ４７００万円 ４１８０万円[ 88.9％]減
社会資本整備総合交付金事業（道路整備）（公共事業等、行政改革推進） ３０６０万円 ８１６０万円 ５１００万円[ 62.5％]減
橋りょう長寿命化対策事業（公共事業等） ７３２０万円 １億３２８０万円 ５９６０万円[ 44.9％]減
既設公園管理事業（緊急自然災害） １９３０万円 ８０７０万円 ６１４０万円[ 76.1％]減
ごみ焼却施設修繕事業（一般廃棄物処理、合併特例） ２億８８４０万円 ３億５１４０万円 ６３００万円[ 17.9％]減
臨時財政対策債 － ８４８２万円 ８４８２万円[ 皆減] 　　
地域公民館等長寿命化(大規模改修)事業(社会福祉施設、緊急防災・減災) ３億９０６０万円 ４億８９１０万円 ９８５０万円[ 20.1％]減
下六人部地区浸水被害軽減対策事業（道路改良）（緊急自然災害）（R6は農業用含む）

２９２０万円 １億５９００万円 １億２９８０万円[ 81.6％]減
小学校施設長寿命化事業（R6は中学校含む） ３６６０万円 １億８８４０万円 １億５１８０万円[ 80.6％]減
土木施設災害復旧事業 － ２億６４４０万円 ２億６４４０万円[ 皆減] 　　
桃映地域公民館等整備事業 － ３億４８６０万円 ３億４８６０万円[ 皆減] 　　
第４期埋立処分場整備事業(一般廃棄物処理、行政改革推進) １７６０万円 ３億８１１０万円 ３億６３５０万円[ 95.4％]減

　総額 ４４億３１０万円 ４７億９８８２万円 ３億９５７２万円[  8.2％]減
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繰越金  ３億９７２５万円（4億 893 万円 50.7％減) 

令和６年度決算剰余金の半額にあたる純繰越金は、前年度から１億２０１８万円減の 

３億２９９５万円であった。また、繰越事業費にあてる繰越金は、繰越明許費分と継続費

逓次繰越分を合わせて２億８８７５万円の減であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R07 R06 増減

純繰越金（実質収支の1/2） ３億２９９５万円 ４億５０１３万円 １億２０１８万円[ 26.7％]減

繰越明許費分 ６７３０万円 ２億４９１８万円 １億８１８９万円[ 73.0％]減

継続費逓次繰越分 － １億６８６万円 １億６８６万円[ 皆減] 　　

　総額 ３億９７２５万円 ８億６１８万円 ４億８９３万円[ 50.7％]減
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○歳出総額  ４９８億３２８０万円（2 億 5303 万円  0.5％増) 

※ 以下、歳出の分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 

歳出総額は４９８億３２８０万４６１０円で対前年度比２億５３０２万７７６６円の増となった。 

性質別区分で前年度に比べて増加したものは、物件費、人件費、扶助費、積立金、維

持補修費である。そのうち最も増加額が大きいものは、小・中学校のタブレット更新やふる

さと納税寄附増加に伴う委託費用の伸びなどがあった物件費であり１１.２億円の増となっ

た。 

また、人事院勧告に準じたベースアップや地域手当の支給開始などにより人件費が  

６.９億円の増、児童手当の制度拡充や物価高騰対応関連の給付事業などにより扶助費

が６.９億円の増となったほか、積立金が３.６億円の増、維持補修費が０.８億円の増などと

なった。 

減少したものは、投資的経費、公債費、補助費等、貸付金・出資金、繰出金である。投

資的経費では、令和５年台風第７号災害関連事業が完了したことで災害復旧事業費が大

きく減となったほか、普通建設事業費（補助事業）が減となった。 
 

義務的経費  ２５６億７３７７万円（10 億 9998 万円  4.5％増) 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

義務的経費の総額は４.５％増加した。公債費が減少した一方で、人件費が令和６年

度に続き人事院勧告に準じたベースアップを行ったことや地域手当の支給を開始したこ

と、扶助費が児童手当事業や保育所委託事業、物価高騰対策関連事業の増などで、 

ともに増加したことによるものである。 

 

 

 

 

人件費  ９２億３４万円（6億 9316 万円  8.1％増) 

地域手当の支給を開始したこと（⑥０％→⑦４％）及び人事院勧告に準じた給与改定

等の影響で給料及び会計年度任用職員報酬並びに期末・勤勉手当（期末手当＋０.０２

５月、勤勉手当＋０.０２５月）が増加したことなどにより、総額で８.１％の増となった。一般

行政職の職員数は７人の増（⑥７１４人→⑦７２１人）となった。 

退職者数は２人の増（⑥４３人→⑦４５人）となったが、退職手当は１１.１％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

R07 R06 増減

人件費 ９２億３４万円 ８５億７１８万円 ６億９３１６万円[  8.1％]増
扶助費 １０９億８０９６万円 １０２億９５０５万円 ６億８５９１万円[  6.7％]増
公債費 ５４億９２４８万円 ５７億７１５６万円 ２億７９０８万円[  4.8％]減

　総額 ２５６億７３７７万円 ２４５億７３７９万円 １０億９９９８万円[  4.5％]増

R07 R06 増減

議員報酬手当 １億５２９６万円 １億５５４１万円 ２４５万円[  1.6％]減

委員等報酬 ３億７３７万円 ２億７８９５万円 ２８４２万円[ 10.2％]増
会計年度任用職員報酬 １６億８８６２万円 １５億６４１１万円 １億２４５１万円[  8.0％]増
会計年度任用職員期末・勤勉手当 ４億７４０５万円 ４億２５２８万円 ４８７７万円[ 11.5％]増
給料（特別職除く） ２７億３９５９万円 ２６億３６７８万円 １億２８１万円[  3.9％]増
地域手当 １億２３３２万円 －　 １億２３３２万円[ 皆増] 　　
時間外勤務手当 ２億９９０８万円 ２億５５５６万円 ４３５２万円[ 17.0％]増
期末・勤勉手当（特別職・会計年度任用職員分除く） １２億１０２６万円 １０億８９３４万円 １億２０９２万円[ 11.1％]増

地方公務員共済組合等負担金 １１億２８９３万円 １０億２０４１万円 １億８５２万円[ 10.6％]増
退職手当 ４億４１７１万円 ４億９６６１万円 ５４９０万円[ 11.1％]減
職員互助会補助金 ８１８万円 ７６２万円 ５６万円[  7.3％]増

　総額 ９２億３４万円 ８５億７１８万円 ６億９３１６万円[  8.1％]増
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扶助費  １０９億８０９６万円（6億 8591 万円  6.7％増) 

扶助費の総額は６.７％の増となった。その主因は児童手当事業の制度拡充や保育所

委託事業における公定価格改定、国補助により物価高騰対策として実施した福知山市

食料品等高騰対策臨時特別給付金事業や物価高対応子育て応援手当事業等である。

一方で、令和６年度の定額減税に伴い実施した調整給付金給付事業が減となったほか、

福知山市住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業が減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費  ５４億９２４８万円（2 億 7908 万円  4.8％減) 

災害復旧事業債、一般廃棄物処理事業債などの減少で定期償還が０.８億円の減とな

った。また、後年度の公債費負担抑制のため３.２億円の繰上償還を実施した。公債費総

額では２.８億円の減となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

物件費  ６６億９６４４万円（11 億 1588 万円 20.0％増) 

GIGA スクール構想に基づく小・中学校のタブレット型端末更新により、小・中学校ＩＣＴ

環境整備事業が大きく増加した。施設マネジメント事業も増となっているが、これは包括

管理業務開始によるものであり、市民交流プラザふくちやま管理運営事業や庁舎管理事

業などの減少要因にもなっている。また、ふるさと納税寄附金の寄附額増加に伴い、ふく

ちやまサポーター拡大事業が増となった。そのほかにも、物価高騰・労務費上昇などの

影響により各事業で増加傾向となり、総額で２０.０％の増となった。 

 

R07 R06 増減

児童手当事業 １５億６１６３万円 １２億２５２１万円 ３億３６４２万円[ 27.5％]増

保育所委託事業 ３１億７８４２万円 ２８億７０２７万円 ３億８１５万円[ 10.7％]増
福知山市食料品等高騰対策臨時特別給付金事業 ２億４５８３万円 －　 ２億４５８３万円[ 皆増] 　　
物価高対応子育て応援手当事業 ２億３６０６万円 －　 ２億３６０６万円[ 皆増] 　　
自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 ２１億９１４万円 １９億５４９１万円 １億５４２３万円[  7.9％]増

５億８３２２万円 ５億６７４６万円 １５７６万円[  2.8％]増
身体障害者（児）補装具給付事業 １９４９万円 ２５４９万円 ６００万円[ 23.6％]減

生活保護扶助事業 １４億４１７２万円 １５億２２８万円 ６０５６万円[  4.0％]減
福知山市住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 １億８５９８万円 ４億５６７７万円 ２億７０７９万円[ 59.3％]減
調整給付金給付事業 ２億４０８３万円 ５億４１８３万円 ３億１００万円[ 55.6％]減

　総額 １０９億８０９６万円 １０２億９５０５万円 ６億８５９１万円[  6.7％]増

府医療費助成関連（市単独拡大分含む） 〔 福祉医療費(ひとり親・障害)/京都子育て支援医療費/老人医療/重度心身障害老人/障害者自立支援医療特別対策 〕

R07 R06 増減

定期償還 ５１億７６２９万円 ５２億６０１９万円 ８３９０万円[  1.6％]減

　　　うち旧合併特例債 １５億５８８６万円 １４億７５７５万円 ８３１１万円[  5.6％]増
　　　うち臨時財政対策債 １４億４１８万円 １４億１２４６万円 ８２８万円[  0.6％]減
　　　うち過疎対策事業債 ４億９７３６万円 ４億５６２３万円 ４１１３万円[  9.0％]増
　　　うち一般廃棄物処理事業債 ９２４４万円 １億７４４５万円 ８２０１万円[ 47.0％]減
　　　うち災害復旧事業債 １億９８７６万円 ３億２６６万円 １億３９０万円[ 34.3％]減
繰上償還 ３億１５０９万円 ５億１０５６万円 １億９５４７万円[ 38.3％]減
　　　うち旧合併特例債 ２億８０５９万円 １億８７５０万円 ９３０９万円[ 49.7％]増

　　　うち公共事業等債 ３４４９万円 １億２７２１万円 ９２７２万円[ 72.9％]減
基金運用利子 １１０万円 ７７万円 ３３万円[ 42.3％]増
一時借入金利子 － ４万円 ４万円[ 皆減] 　　

　総額 ５４億９２４８万円 ５７億７１５６万円 ２億７９０８万円[  4.8％]減
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維持補修費  ４億４９００万円（7975 万円 21.6％増) 

施設マネジメント事業で増となっているが、これは包括管理業務開始によるものである。

そのほか、除雪関連事業で 1 月から 2 月にかけての大寒波により除雪機会が増えたこと

で増額になったことや、市営住宅管理事業の増などにより、総額で２１.６％の増となった。 

  
R07 R06 増減

施設マネジメント事業 ４５７５万円 －　 ４５７５万円[ 皆増] 　　

除雪関連事業 ２億１３６５万円 １億６９７９万円 ４３８６万円[ 25.8％]増
市営住宅管理事業（R6市営住宅修繕事業） ２８４９万円 １４７０万円 １３７９万円[ 93.8％]増
河川維持管理事業（緊急浚渫） ８０２万円 －　 ８０２万円[ 皆増] 　　
林道施設等整備事業 ５００万円 －　 ５００万円[ 皆増] 　　
庁舎管理事業 １６万円 ７６９万円 ７５３万円[ 97.9％]減

小学校施設改修事業 １５４万円 １２００万円 １０４６万円[ 87.1％]減

　総額 ４億４９００万円 ３億６９２５万円 ７９７５万円[ 21.6％]増

R07 R06 増減
小・中学校ＩＣＴ環境整備事業 ５億６１７万円 ５８８９万円 ４億４７２８万円[759.5％]増
施設マネジメント事業 ２億４４８５万円 ８７２万円 ２億３６１３万円[2707.2％]増
ふくちやまサポーター拡大事業 ３億４７７７万円 ２億２２０９万円 １億２５６８万円[ 56.6％]増
電算システム等一般管理事業 ２億８７６２万円 １億９９５９万円 ８８０３万円[ 44.1％]増
大規模災害対応力強化事業 ５４７６万円 １万円 ５４７５万円[608288.9％]増
橋りょう長寿命化対策事業 ４７０５万円 ６万円 ４６９９万円[85450.9％]増
リサイクル関連事業 １億３７９５万円 ９６５４万円 ４１４１万円[ 42.9％]増
京都府中・北部地域消防指令センター管理事業 ３９５８万円 ５８８万円 ３３７０万円[572.9％]増
固定資産税賦課事業 ４４００万円 １２０２万円 ３１９８万円[266.1％]増
固定資産評価替え事業 ３２４７万円 ４４０万円 ２８０７万円[637.8％]増
福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 ４６３５万円 １８３６万円 ２７９９万円[152.5％]増
廃棄物処理施設等運転管理委託事業 １億９３６４万円 １億６８１３万円 ２５５１万円[ 15.2％]増
災害時ケアプラン推進事業 １２８７万円 ２２３９万円 ９５２万円[ 42.5％]減
庁舎管理事業 ７４００万円 １億２８３万円 ２８８３万円[ 28.0％]減
新型コロナウイルスワクチン接種事業 ３９６５万円 ７１８５万円 ３２２０万円[ 44.8％]減
環境パーク運転・維持管理事業 １億９８５２万円 ２億３２０６万円 ３３５４万円[ 14.5％]減
市民交流プラザふくちやま管理運営事業 ２１０４万円 ６１３８万円 ４０３４万円[ 65.7％]減
　※以下、Ｒ７物件費決算額が5000万円以上の事業の例

ごみ収集運搬事業（R6指定ごみ袋作製事業含む） ５億６３５１万円 ５億５７０５万円 ６４６万円[  1.2％]増
学校給食管理運営事業 ２億３７０３万円 ２億３８８５万円 １８２万円[  0.8％]減
予防接種事業（インフルエンザウイルス、新型コロナウイルスを除く）

１億９１９３万円 ２億１３４７万円 ２１５４万円[ 10.1％]減
既設公園管理事業 １億８０００万円 １億７９２４万円 ７６万円[  0.4％]増
小学校一般管理事業 １億２５３２万円 １億３９１０万円 １３７８万円[  9.9％]減
し尿収集事業 １億１００５万円 １億５０６万円 ４９９万円[  4.8％]増
森林経営管理事業 １億６２４万円 ８１２８万円 ２４９６万円[ 30.7％]増
体育施設維持管理事業 ９１５０万円 ８９４４万円 ２０６万円[  2.3％]増
自治体システム標準化・共通化事業 ９０８９万円 ７７３７万円 １３５２万円[ 17.5％]増
中学校一般管理事業 ９０３４万円 １億４９万円 １０１５万円[ 10.1％]減
有害鳥獣捕獲事業 ７９０５万円 ９０７８万円 １１７３万円[ 12.9％]減
選挙執行・準備事業（⑦参議院、衆議院、京都府知事、上夜久野財産区/⑥衆議院、市議会、市長） 

７５１５万円 ５９２５万円 １５９０万円[ 26.8％]増
小学校スクールバス管理運行事業 ６８１７万円 ５５６６万円 １２５１万円[ 22.5％]増
地域生活支援事業 ６７００万円 ６５２４万円 １７６万円[  2.7％]増
市バス運行事業 ６２１４万円 ５１８６万円 １０２８万円[ 19.8％]増
中丹地域有害鳥獣処理施設管理事業 ５９３４万円 ５１６１万円 ７７３万円[ 15.0％]増
斎場火葬棟運営管理事業 ５３６２万円 ５４５４万円 ９２万円[  1.7％]減
インフルエンザ予防接種事業 ５３５０万円 ５４１３万円 ６３万円[  1.2％]減
妊産婦健康診査事業 ５１４７万円 ５２５３万円 １０６万円[  2.0％]減

　総額 ６６億９６４４万円 ５５億８０５７万円 １１億１５８８万円[ 20.0％]増
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補助費等  ６５億７０６７万円（5728 万円  0.9％減) 

令和７年度からの小・中学生修学旅行費補助により響プランＦ心の充実事業で１.４億

円の増、国の高等教育無償化制度拡充により高等教育無償化制度交付金事業で０.９億

円の増となった。下水道事業会計負担金が２.２億円の減、病院事業会計が０.８億円の

増となり、総額では０.６億円、０.９％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積立金  １１億３３４７万円（3 億 5563 万円 45.7％増) 

ふるさと納税寄附金の寄附額増加に伴い、ふるさと納税基金の積立額が大きく増とな

った。また、減債基金においては普通交付税再算定分のうち臨時財政対策債償還基金

費分等を積立てたことにより、積立額が増となった。 

なお、基金残高の総額が減少傾向にあるものの、金利の上昇により基金利子積立の

額は１３４９万円の増となった。積立金全体としては３.６億円、４５.７％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

R07 R06 増減

ふくちやまサポーター拡大事業（ふるさと納税基金） ４億６０９６万円 ２億７６４７万円 １億８４４９万円[ 66.7％]増
減債基金積立事業・住宅新築資金等貸付事業（減債基金）

２億１１１９万円 ３４１４万円 １億７７０５万円[518.6％]増

基金利子積立 ３２４０万円 １８９１万円 １３４９万円[ 71.3％]増

市有地販売事業（公共施設等総合管理基金） ３億１８２２万円 ３億７０５万円 １１１７万円[  3.6％]増

社会福祉推進事業（地域福祉基金） １６１万円 ２０２万円 ４１万円[ 20.4％]減

安心・安全の森づくり事業（豊かな森を育てる基金） － ３４３万円 ３４３万円[ 皆減] 　　

過疎地域持続的発展関連事業 ７２５０万円 ９７６０万円 ２５１０万円[ 25.7％]減

　総額 １１億３３４７万円 ７億７７８４万円 ３億５５６３万円[ 45.7％]増

R07 R06 増減

響プランＦ心の充実事業 １億３６３３万円 －　 １億３６３３万円[ 皆増] 　　
高等教育無償化制度交付金事業 １億４８３３万円 ５６０８万円 ９２２５万円[164.5％]増
企業誘致促進特別対策事業 ７３２５万円 １６７４万円 ５６５１万円[337.7％]増
ふくちやまサポーター拡大事業 ５０４５万円 ２８９５万円 ２１５０万円[ 74.2％]増
学校給食管理運営事業 ３億７４７６万円 ３億６４８２万円 ９９４万円[  2.7％]増
北京都デジタルパーク2025開催事業 ９７５万円 －　 ９７５万円[ 皆増] 　　
アクティブシティ推進事業 ３２８万円 １４４６万円 １１１８万円[ 77.3％]減
保育所委託事業 ７４７４万円 ８６４７万円 １１７３万円[ 13.6％]減
間伐補助事業 １００３万円 ２５８７万円 １５８４万円[ 61.2％]減
民間企業交流事業 － １８１４万円 １８１４万円[ 皆減] 　　
税等償還事業 ３４９２万円 ５５０４万円 ２０１２万円[ 36.6％]減
民間保育所運営事業 ２億８９１３万円 ３億１１３７万円 ２２２４万円[  7.1％]減
消防団員報償事業 １９１５万円 ４９７１万円 ３０５６万円[ 61.5％]減
高齢・障害福祉施設等物価高騰対策支援事業 － ３１１５万円 ３１１５万円[ 皆減] 　　
幼児教育・保育無償化事業 ５８６万円 ５２１８万円 ４６３２万円[ 88.8％]減
補助金等償還事業 ８６４５万円 １億５１８０万円 ６５３５万円[ 43.0％]減
　※以下、Ｒ7補助費等決算額が5000万円以上の事業

福知山公立大学運営費交付金事業 ６億８５６４万円 ６億７７３２万円 ８３２万円[  1.2％]増
[多面的機能・中山間地域等直接] 支払交付事業 ２億６４１４万円 ２億５８７６万円 ５３８万円[  2.1％]増
公共交通維持改善事業 １億１８０８万円 １億１２１６万円 ５９２万円[  5.3％]増
ＫＴＲ支援事業 ９５２６万円 ９１９０万円 ３３６万円[  3.7％]増
水洗化促進補助事業 ６２４７万円 ６２６７万円 ２０万円[  0.3％]減
情報通信環境再整備事業 ６１５０万円 ６１５０万円 －　
社会福祉推進事業 ５６８９万円 ４８７２万円 ８１７万円[ 16.8％]増
上水道事業会計負担金 １億６７２６万円 １億６８２９万円 １０３万円[  0.6％]減
下水道事業会計負担金 １４億３１３２万円 １６億４９６９万円 ２億１８３７万円[ 13.2％]減
病院事業会計負担金 １４億３２１３万円 １３億５０３１万円 ８１８２万円[  6.1％]増

　総額 ６５億７０６７万円 ６６億２７９５万円 ５７２８万円[  0.9％]減

〔企業会計〕

〔企業会計〕
〔企業会計〕
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貸付金・出資金  ２億２９１６万円（1381 万円  5.7％減) 

外郭団体設立事業における（一社）福知山地域振興社への出捐金や保育士確保対

策事業の貸付金が減少したことなどにより、総額で０.１億円、５.７％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

繰出金  ３２億７２０万円（958 万円  0.3％減) 

国民健康保険事業特別会計繰出金が保険基盤安定負担金の増額などにより増となっ

たが、一方で介護保険事業特別会計繰出金が重層的支援関連の一般会計移行に伴う

地域支援事業負担金減少により減となり、総額で０.１億円、０.３％の減となった。 

 

 

 

 

 

投資的経費  ５８億７３１０万円（23 億 1755 万円 28.3％減) 

普通建設事業費は単独事業が増加したものの補助事業は大きく減少した。災害復旧

事業費が令和５年台風第７号災害に関連した事業の完了に伴い減少し、投資的経費全

体で２３.２億円、２８.３％の減となった。 

 

 

 

 

○普通建設事業費（補助事業） １７億９１３７万円（12 億 8501 万円 41.8％減) 

地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備）、人権関連施設集約整備事業などで増

があったものの、第４期埋立処分場整備事業が事業進捗に伴い５.９億円の減となったほ

か、つつじが丘・向野団地建替事業、橋りょう長寿命化対策事業、放課後児童クラブ整

備事業なども大きく減となり、総額では１２.９億円、４１.８％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

R07 R06 増減

病院事業会計負担金（出資金） １４８０万円 １４８０万円 －　

上水道事業会計負担金（出資金） ２億１０４６万円 ２億１０４７万円 １万円[  0.0％]減

介護人材確保対策事業（貸付金） ３０万円 ６０万円 ３０万円[ 50.0％]減

保育士確保対策事業（貸付金） ３６０万円 ６６０万円 ３００万円[ 45.5％]減

外郭団体設立事業（出資金） － １０５０万円 １０５０万円[ 皆減] 　　

　総額 ２億２９１６万円 ２億４２９７万円 １３８１万円[  5.7％]減

R07 R06 増減

地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備） ２億８８４０万円 １億１５３０万円 １億７３１０万円[150.1％]増

人権関連施設集約整備事業 ８６１８万円 －　 ８６１８万円[ 皆増] 　　

社会福祉法人等施設整備補助事業 ２６６３万円 －　 ２６６３万円[ 皆増] 　　
ため池等農地災害危機管理対策事業 ２６４２万円 －　 ２６４２万円[ 皆増] 　　
中丹地域有害鳥獣処理施設管理事業 ２３９７万円 －　 ２３９７万円[ 皆増] 　　

大規模災害対応力強化事業 １８７５万円 －　 １８７５万円[ 皆増] 　　

交通安全対策整備事業（通学路緊急対策） ９６６８万円 ８５３２万円 １１３６万円[ 13.3％]増
公園施設長寿命化対策事業 ３００４万円 ５４４４万円 ２４４０万円[ 44.8％]減
体育施設設備整備事業 － ２５５６万円 ２５５６万円[ 皆減] 　　
消防車両更新事業 － ２７３６万円 ２７３６万円[ 皆減] 　　

R07 R06 増減

国民健康保険事業特別会計繰出金 ５億８８５５万円 ５億６４６０万円 ２３９５万円[  4.2％]増
休日急患・国保診療所特別会計繰出金 ２５２５万円 ２２１２万円 ３１３万円[ 14.1％]増

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 １３億４０９１万円 １３億４２７５万円 １８４万円[  0.1％]減

介護保険事業特別会計繰出金 １２億５２４７万円 １２億８７３１万円 ３４８４万円[  2.7％]減

　総額 ３２億７２０万円 ３２億１６７８万円 ９５８万円[  0.3％]減

R07 R06 増減

普通建設事業費（補助事業） １７億９１３７万円 ３０億７６３８万円 １２億８５０１万円[ 41.8％]減
普通建設事業費（単独事業） ４０億７４３８万円 ４０億４００９万円 ３４２９万円[  0.8％]増
災害復旧事業費 ７３５万円 １０億７４１７万円 １０億６６８２万円[ 99.3％]減

　総額 ５８億７３１０万円 ８１億９０６４万円 ２３億１７５５万円[ 28.3％]減
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○普通建設事業費（単独事業）４０億７４３８万円（3429 万円  0.8％増) 

桃映地域公民館等整備事業、小・中学校施設長寿命化事業、地域公民館等長寿命

化（大規模改修）事業など、複数の事業が整備完了や事業進捗に伴い減となったが、つ

つじが丘・向野団地建替事業で１０.５億円の大幅増となったほか、人権ふれあいセンタ

ー等改修事業、消防車両更新事業などが増となり、総額で０.３億円、０.８％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R07 R06 増減
ＫＴＲ支援事業 ５３６２万円 ８５２２万円 ３１６０万円[ 37.1％]減
民間保育所施設整備事業 １億９５８６万円 ２億３６４１万円 ４０５５万円[ 17.1％]減

小学校施設改修事業 － ５２３３万円 ５２３３万円[ 皆減] 　　

社会資本整備総合交付金事業（道路整備） ６５８０万円 ２億８１７万円 １億４２３７万円[ 68.4％]減

放課後児童クラブ整備事業 － １億８３６５万円 １億８３６５万円[ 皆減] 　　

橋りょう長寿命化対策事業 １億８０９４万円 ３億７１７７万円 １億９０８３万円[ 51.3％]減

つつじが丘・向野団地建替事業 ４億５６２０万円 ７億８６０５万円 ３億２９８５万円[ 42.0％]減

第４期埋立処分場整備事業 ２４８４万円 ６億１２５０万円 ５億８７６６万円[ 95.9％]減

　総額 １７億９１３７万円 ３０億７６３８万円 １２億８５０１万円[ 41.8％]減

R07 R06 増減

つつじが丘・向野団地建替事業 １０億９２５９万円 ４６１１万円 １０億４６４８万円[2269.6％]増
人権ふれあいセンター等改修事業 １億３５９７万円 －　 １億３５９７万円[ 皆増] 　　
消防車両更新事業 １億５５３５万円 ３１０９万円 １億２４２６万円[399.7％]増
人権関連施設集約整備事業 ９６７５万円 ３３８０万円 ６２９５万円[186.2％]増
安心・安全まちづくり整備事業 ５０４３万円 －　 ５０４３万円[ 皆増] 　　
斎場施設改修事業 １億７７４０万円 １億３０９９万円 ４６４１万円[ 35.4％]増
街路整備事業（街路整備事業、街路事業（福知山綾部線・篠尾線 篠尾工区））

１億２６１５万円 ９６６８万円 ２９４７万円[ 30.5％]増
体育施設設備整備事業 ４０８８万円 １１７４万円 ２９１４万円[248.3％]増
公園施設長寿命化対策事業 ２０９０万円 －　 ２０９０万円[ 皆増] 　　
河川維持管理事業 ２５３７万円 ５０３万円 ２０３４万円[404.1％]増
小・中学校施設環境改善事業 ２億１１９９万円 ２億２７８７万円 １５８８万円[  7.0％]減
公共施設（除却/民間譲渡）事業 ８６８１万円 １億３８７万円 １７０６万円[ 16.4％]減

第４期埋立処分場整備事業 １４５万円 １８７１万円 １７２６万円[ 92.3％]減
図書館システム機器等更新事業 － １７４８万円 １７４８万円[ 皆減] 　　
水土里ネット京都関連事業 ５０６万円 ２４８７万円 １９８１万円[ 79.7％]減
幼稚園施設改修事業 － ２０３９万円 ２０３９万円[ 皆減] 　　
集会施設等整備事業 １１０３万円 ３２２４万円 ２１２１万円[ 65.8％]減
福知山市動物園活性化事業 ９９２万円 ３３５７万円 ２３６５万円[ 70.4％]減
河川維持管理事業（緊急浚渫） － ２４３６万円 ２４３６万円[ 皆減] 　　
文化財資料移転事業 － ３０３４万円 ３０３４万円[ 皆減] 　　
北部保健福祉センター改修事業 － ３０９８万円 ３０９８万円[ 皆減] 　　
公立保育所環境整備事業 － ３３６８万円 ３３６８万円[ 皆減] 　　
大江地域施設改修事業 － ３４０４万円 ３４０４万円[ 皆減] 　　
消防団施設整備事業 １億１３３３万円 １億４７４５万円 ３４１２万円[ 23.1％]減
緊急安全対策整備事業 － ４４９９万円 ４４９９万円[ 皆減] 　　
ごみ焼却施設修繕事業 ３億１１２２万円 ３億６６４０万円 ５５１８万円[ 15.1％]減
既設公園管理事業 １９３８万円 ８２６６万円 ６３２８万円[ 76.6％]減
地域公民館等長寿命化（大規模改修）事業 ３億９４７７万円 ４億７５８０万円 ８１０３万円[ 17.0％]減
下六人部地区浸水被害軽減対策事業（道路改良）（R6は農業用含む）

２９２１万円 １億５９１５万円 １億２９９４万円[ 81.6％]減
小学校施設長寿命化事業（R6は中学校含む） ４０８７万円 ２億９６２万円 １億６８７５万円[ 80.5％]減
桃映地域公民館等整備事業 － ３億５８５８万円 ３億５８５８万円[ 皆減] 　　
単独事業費支弁人件費 ２億９０６６万円 ３億１９５０万円 ２８８４万円[  9.0％]減

　総額 ４０億７４３８万円 ４０億４００９万円 ３４２９万円[  0.8％]増

○公共施設除却事業 6927万円（消防施設175万円、消防水利施設213万円、集会施設（農林整備課）5200万円、

集会施設（人権推進室）1339万円）

○公共施設民間譲渡事業 1754万円(集会施設（まちづくり推進課）1740万円、集会施設（農林整備課)14万円)
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○災害復旧事業費  ７３５万円（10 億 6682 万円 99.3％減) 

令和５年台風第７号災害関連の災害復旧事業が完了したことに伴ってそれぞれ皆減

となり、総額で１０.７億円、９９.３％の減となった。 

 

 

   

R07 R06 増減

農業施設維持管理事業 １５９万円 －　 １５９万円[ 皆増] 　　
小規模治山事業 ５７６万円 １０４５万円 ４６９万円[ 44.9％]減
大江支所施設災害復旧事業 － ４９７万円 ４９７万円[ 皆減] 　　

農地・農業用施設災害復旧事業 － ３８３８万円 ３８３８万円[ 皆減] 　　

災害等廃棄物処理事業 － ８９８０万円 ８９８０万円[ 皆減] 　　

林道施設災害復旧事業 － ９４７６万円 ９４７６万円[ 皆減] 　　

土木施設災害復旧事業 － ７億７７９８万円 ７億７７９８万円[ 皆減] 　　

災害復旧事業費支弁人件費 － ５４９９万円 ５４９９万円[ 皆減] 　　

　総額 ７３５万円 １０億７４１７万円 １０億６６８２万円[ 99.3％]減
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２ 決算収支 

   

原油価格・物価高騰緊急対策に取り組みつつ、物件費、人件費、扶助費が増加したことで、

歳入・歳出ともに過去３番目の大型決算となった。 

市税収入が増加したことに加え、給与改定費の再算定等により普通交付税が増となったこ

となどから、歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は６億５９８３

万円の黒字となり、前年度決算に比べ７万円の減とほぼ横ばいとなった。この実質収支の額

は、その半分を財政調整基金へ積み立て、残った半分は純繰越金（一般財源）として令和８

年度へ繰り越している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基金残高の状況   

 
 
原油価格・物価高騰緊急対策の実施等に伴い財政調整基金を１.８億円、地方債繰上償

還等の財源として減債基金を３.６億円取り崩したが、国の普通交付税再算定の一部（臨時財

政対策債償還基金費）を減債基金へ積み立てたことなどにより、財源対策基金残高は増加し

て４１.１億円となった。 

特定目的基金は、ふるさと納税基金や公共施設等総合管理基金への積立が増加する一

方で、地域振興基金や地域福祉基金、企業誘致促進及び工場等操業支援基金を活用した

ことなどで、総額は前年度から減少して４９.０億円となった。 

定額運用基金を除く一般会計所管の基金残高全体では、９０.１億円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財源対策基金は増加、特定目的基金は減少し、基金総額は０.３億円減の９０.１億円に 

物価高騰の影響を受けつつも、昭和４７年度以来５４年連続の黒字決算を継続 

特
定
目
的
基
金 

財
源
対
策
基
金 

（単位：千円、％）

区分 令和7年度 令和6年度 差引 増減率

歳入総額 ① 50,528,744 50,306,977 221,767 0.4

歳出総額 ② 49,832,805 49,579,777 253,028 0.5

歳入歳出差引額 ①－②＝③ 695,939 727,200 △ 31,261 △ 4.3

翌年度へ繰越すべき財源 ④ 36,108 67,295 △ 31,187 △ 46.3

実質収支 ③－④＝⑤ 659,831 659,905 △ 74 0.0

単年度収支 ⑥ △ 74 △ 240,362 240,288 100.0

積立金（財政調整基金） ⑦ 13,935 7,573 6,362 84.0

繰上償還金（任意） ⑧ 315,087 510,402 △ 195,315 △ 38.3

積立金取崩し額（財政調整基金） ⑨ 175,000 350,000 △ 175,000 △ 50.0

実質単年度収支 ⑥＋⑦＋⑧－⑨ 153,948 △ 72,387 226,335 312.7
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基金の年度末現在高の推移 （単位：千円）

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2,887,088 3,158,972 3,178,522 3,296,473 3,383,455 3,477,836 3,585,543 3,754,430

1,083,689 1,078,872 1,224,585 1,660,403 1,286,512 1,016,770 497,147 354,594

1,172,613 1,074,388 575,964 376,861 377,627 50,220 0

127,635 120,757 112,605 104,340 96,029 87,975 80,240 74,769

244,101 226,692 178,870 146,151 95,575 27,665 14,381 2,570

458,437 449,999 467,845 491,486 479,593 486,201 429,123 355,208

5,155 4,913 4,670 4,427 4,183 3,940 3,697 3,460

24,535 24,540 24,544 24,550 24,550 24,555 24,601 24,508

9,052 6,866 4,776 2,584 0

21,457 21,483 21,508 21,535 19,248 23,662 23,707 23,791

2,308,696 2,083,726 1,934,154 2,098,766 1,956,146 1,703,240 1,427,072 1,186,326

5,712 5,720 5,729 5,738 5,745 5,754 5,765 5,785

67,898 64,050 54,032 49,939 48,421 43,663 39,601 36,491

192,002 209,899 250,852 214,297 179,700 147,321 120,549 105,555

3,404 2,304 2,307 2,311 0

2,904 3,049 3,651 3,953 3,989 4,238 4,977 5,723

2,843 2,772 2,738 2,693 2,645 2,580 2,413 2,342

376 324 302 252 202 142 105 0

14,150 11,688 12,333 12,352 12,369 12,388 12,411 12,455

625,038 625,984 626,902 627,878 614,782 614,026 598,700 600,070

40,182 35,827 32,439 26,675 21,403 16,896 12,603 7,027

469 469 470 0

21,114 22,426 22,994 13,646 14,073 14,079 14,716 14,456

54,284 53,826 53,593 53,356 50,915 24,565 16,428 8,313

311,720 357,035 380,734 323,173 346,609 370,159 393,865 410,398

399,836 329,571 244,460 208,009 202,236 153,009 99,432 76,753

304,795 288,246 285,785 367,968 292,673 365,658 350,059 278,424

120,549 104,379 94,292 84,402 76,740 67,620 59,363 53,073

8,654 8,426 0

169,531 231,060 240,410 355,531 445,377 559,497 710,820 912,603

6,236 14,072 21,295 6,885 12,827 17,371 20,833 14,473

97,224 205,569 315,668 494,691 657,677 567,901 415,127 605,770

19,579 40,454 82,012 55,994 16,681 21,261 25,315

100,000 191,029 189,426 55,003 55,089 55,193 55,388

36,000 38,072 17,873 48 0

5,647,989 5,635,251 5,667,441 6,057,098 5,792,577 5,415,923 4,957,042 4,901,048

10,791,379 10,947,483 10,646,512 11,390,835 10,840,171 9,960,749 9,039,732 9,010,072

1,619 1,620 1,621 1,593 0

18,679 19,391 18,109 19,467 19,623 20,113 19,610 0

20,298 21,011 19,730 21,060 19,623 20,113 19,610 0

10,811,677 10,968,494 10,666,242 11,411,895 10,859,794 9,980,862 9,059,342 9,010,072

258,941 223,327 266,132 347,105 423,289 354,202 254,846 233,326

11,732 11,739 11,745 11,751 11,755 11,761 11,767 11,791

5,047 5,050 5,053 5,056 5,058 5,060 5,062 5,072

43,178 41,288 42,491 46,732 57,424 64,255 55,702 39,004

431,429 517,880 565,715 629,473 685,535 797,240 984,473 935,790

9,241 11,290 10,249 7,879 3,786

96 96 96 96 96 96 97 97

2,668 2,554 2,469 2,425 2,387 2,338 2,303 2,271

759,568 810,574 901,385 1,047,996 1,186,847 1,232,518 1,311,850 1,224,982

11,571,245 11,779,068 11,567,627 12,459,891 12,046,641 11,213,380 10,371,192 10,235,054
＊中夜久野地区・下夜久野地区財政調整基金は、財政健全化法による区分により合計に含めていない。

新型コロナウイルス感染症対策資金利
子補給事業基金（②～⑥）

減債基金（簡水特会分）

佐藤八重子記念子ども読書活動振興基
金（㉔～）

用品調達基金(～⑦)

国民健康保険事業基金

ふるさと納税基金（㉙～）

民生援護資金貸付基金（～④）

小計   ⑥

公共施設等総合管理基金（㉘～）

豊かな森を育てる基金（㉘～）

森林環境譲与税基金（①～）

福知山鉄道会館運営事業等浅田基金
（⑥～）（～⑤福知山鉄道館ポッポランド
（仮称）整備事業等浅田基金）

合   計  （⑦＋⑧）

小    計     ⑧

開発関連公共施設等整備基金（～③）

定
額
運
用

基
金

小    計    ⑤　　(①+②+③＋④）

墓園基金

第三セクター等改革推進債償還基金（㉔
～②）

一般会計 計   ⑦  （⑤ + ⑥）

特
定
目
的
基
金

地域福祉基金

市展振興基金

中山間ふるさと水と土保全基金

佐藤太清賞基金（～④）

おもいでの森づくり事業基金

佐藤太清記念美術館振興基金

鉄道網整備事業及び関連都市計画事業
基金

特定目的基金　小 計     ④

（参考）
中夜久野地区財産区財政調整基金
（参考）
下夜久野地区財産区財政調整基金

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

介護サービス事業基金
特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険高額療養費貸付基金

国民健康保険出産費貸付基金

介護保険介護給付費準備基金

減債基金（集排特会分）

企業誘致促進及び工場等操業支援基金

過疎地域持続的発展基金

財政調整基金     ①

減  債  基  金     ②

文化芸術会館等建設基金

ふるさと就職応援基金

福知山城天守閣整備基金（～㉚ 郷土資
料館整備基金）

長田野工業団地公園緑地等事業基金

教育施設整備及び都市計画事業基金
（～④）

岡地区公益事業基金

スポーツ賞基金

文化賞基金

財
源
対
策
基
金 合併算定替逓減対策基金（㉔～⑥） ③

地域振興基金

福知山千年の森ふるさと基金

地域振興施設維持補修基金

淡水漁業振興基金

ふるさと創生事業基金
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４ 市債残高の状況   

   
 
令和７年度末の市債残高は、一般会計では４３３億６６８２万円となり、前年度より８億４３１０

万円減少した。企業会計を加えた全会計では８１６億７４３３万円となり７億７０２８万円減少し

た。市債残高のうち普通交付税で算入（償還補助）される額を除く実質的な市債残高は一般

会計で１３０億３３０８万円（８億７３３２万円の増加）、全会計では３８５億７２７４万円（１３億   

３２４７万円の増加）となった。 

一般会計では年度末の借入残高は減少しているものの、市営住宅の建替えに伴う公営住

宅建設事業債の借入増により、交付税算入率の低い市債の割合が増加した。 

旧合併特例事業債は、令和７年度末までの累計で発行可能額２６９億６６７０万円全額を 

発行し、うち１９９億８７０万円を償還している。 

  

（市債の年度末借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 43,366,816 13,033,082 44,209,917 12,159,759 △843,101 873,323

特 別 会 計 0 0 0 0 0 0

企 業 会 計 38,307,517 25,539,660 38,234,696 25,080,515 72,821 459,145

全 会 計 合 計 81,674,333 38,572,742 82,444,613 37,240,274 △770,280 1,332,468

（市民一人あたり借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 590 177 597 164 △ 7 13

特 別 会 計 0 0 0 0 0 0

企 業 会 計 522 348 517 339 5 9

全 会 計 合 計 1,112 525 1,114 503 △ 2 22

年度末人口

（住基+外国人） 73,447人     74,009人     △562人      

【参考】　主な交付税算入率の高い市債の残高状況（普通会計ベース） （単位：千円）

残高総額に
占める割合

残高総額に
占める割合

臨 時 財 政 対 策 債 100% 11,752,150 27.1% 13,125,342 29.7% △ 1,373,192

旧 合 併 特 例 事 業 債 70% 7,057,999 16.3% 8,281,794 18.7% △ 1,223,795

過 疎 対 策 事 業 債 70% 3,174,693 7.3% 3,488,720 7.9% △ 314,027

緊急防災・減災事業債 70% 4,727,153 10.9% 4,081,185 9.2% 645,968

辺 地 対 策 事 業 債 80% 388,256 0.9% 487,872 1.1% △ 99,616

27,100,251 62.5% 29,464,913 66.6% △ 2,364,662

43,366,816 44,209,917 △ 843,101

R7年　① R6年　② 増減　①－②

総額 総額 総額

総額 総額

R7年　① R6年　② 増減　①－②

総額

全市債残高総額

小　計

Ｒ７
年度末残高①

Ｒ６
年度末残高②

増減
①－②

交付税
算入率

43.4% 48.4%

全会計の残高は７.７億円減少の８１６.７億円～実質的な市債残高は１３.３億円増 
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※旧合併特例事業債の状況（令和７年度末） （単位：千円）

発行可能額 発行済額 償還済額 未償還残高 完済予定年度

26,966,700 26,966,700

24,450,500 24,450,500

2,516,200 2,516,200

R36　　　　うち投資的事業分

　　　　うち基金造成分

旧合併特例事業債

19,908,701 7,057,999

18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

R35
R36

前のシートのvlookup用↑

220.9 
230.3 

248.2 

257.8 
264.0 269.7 

259.4 

20.0
28.9

45.7

69.2

89.5

119.7

143.7

171.9

188.6

207.3

238.2
247.1 248.1

252.1

0.0 0.0 
0.7 2.4 3.9 

8.2 
14.1 

20.3 
27.9 

37.9 

53.4 

70.7 

89.4 

102.5 

117.0 

133.5 

149.5 

165.1 

181.2 

199.1 

212.2 

225.8 

237.4 
245.9 

256.2 
261.9 

0

50

100

150

200

250

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

発行済額
償還済額

年度末

発行限度額 269.7億円

未
償
還
残
高

旧合併特例債

R7までの借入れと

その償還予定
R8以降

借入れ可能額

0円

70.6

36
年度末

264.0

249.3

~
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特別会計 
 

決算収支の状況（実質収支） 

決算 
区分 

会計数 
[前年度] 

会計名 
実質収支額計 

[ 前年度 ] 

黒字 

会計 

４ 

[３] 

国民健康保険事業、宅地造成事業、介護保険事業

（保険事業勘定、介護サービス事業勘定）、後期高齢

者医療事業 

3 億 1887 万円 

[1 億 8544 万円] 

赤字 

会計 

１ 

[２] 
石原土地区画整理事業 

△7056 万円 

[△1 億 7798 万円] 

収支

差引

ゼ ロ 

４ 

[４] 

国民健康保険診療所費、と畜場費、休日急患診療所

費、下夜久野地区財産区管理会 

― 

[ ― ] 

合計 
９ 

[９] 
 

2 億 4832 万円 

[    746 万円] 

 
 
 

（１）国民健康保険事業 

被保険者数は減少したが、一人当たりの医療費は増加傾向にあることなどから令和

７年度は保険料額を引き上げたため、保険料収入総額は昨年度より１億２９２９万円増

の１２億２６５８万円となった。なお、保険料収納率（現年分）は９６％台を維持した。 

歳出では、保険給付費全体で前年度から減少し、１億６３４０万円減の４４億７０８７万

円となった。その要因は、被保険者数の減少に伴い給付件数自体が減少したことなど

によるものである。 

歳出総額は、６５億５４８０万円で、前年度比１億５４４５万円の減、実質収支の黒字

額は前年度から１０９５万円増加し、６４３８万円となった。なお、令和７年度末の基金残

高は、２億３３３３万円である。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

診療日数は９２日、年間診療件数は８６５件で前年度と比較して７８件減少したが、１

件あたりの診療報酬が増額したことにより、診療収入は２７万円増収となった。 

歳出では、備品購入費や医薬材料費の増により、前年度より５０万円増となった。 

実質収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
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（３）と畜場費 

令和２年度をもって施設を休止したことにより、使用料収入はない。 

令和７年度の歳出は、建物保険料の支出により、13,386 円で、前年度より１３４万円

の減となった。 

実質収支は、一般会計からの運営負担金 13,386 円により均衡を図った。 

 

（４）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、令和７年度末現在で８１区画の売却が完

了し、残りの分譲地は５区画となっている。 

令和７年度については、分譲地売却実績は２区画であり、実質収支額は７４７万円の

黒字となった。 

 

（５）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して、内科・小児科の初期救急医

療を提供した。 

診療日数は７２日、年間受診者数は１６０４人で、対前年度比１７９人の減となり、一

日あたりの平均受診者数は２２.３人であった。 

令和７年度は、インフルエンザ流行期の冬期には一日あたりの受診者数が急増した

ものの、年間受診者数としては減となったが、一方で施設改修に伴う福知山医師会へ

の負担金の増により、決算規模としては対前年度比１５４万円増の２７５６万円となった。 

実質収支は、一般会計からの繰入金９９１万円により収支の均衡を図った。 

 

（６）石原土地区画整理事業 

保留地売却実績は１８筆であり、歳入は前年度と比較して１億２９９万円の増収となっ

た。この結果、実質収支は７０５６万円の赤字となり、前年度比で１億３３万円の減額とな

った。 

 

（７）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第９期介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）に基づき保険料の賦課、要介

護認定、保険給付、地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

保険給付費は７２億５００２万円で、前年度比２１９７万円、０.３％の増となった。歳出

規模は７８億６１０９万円で、前年度比３億５６６万円の減、実質収支の黒字額は前年度

から１億１１９８万円増加し、２億１０６５万円となった。 

介護給付費準備基金は７６００万円を取り崩し、令和７年度末残高は９億３５７９万円

となった。 

②介護サービス事業勘定 

要支援認定者に係る介護予防サービス支援計画を直営と委託により合わせて   

６４４３件（前年度は６３７２件）作成した。 

歳出決算は、４７８３万円で前年度比８０５万円の増、実質収支は前年度から２３８ 
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万円増加し４５１万円の黒字決算となった。 

介護サービス事業基金の令和７年度末残高は３９００万円となった。 
 

（８）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び財産の管理を行った。決算規模は４８千

円で、前年度比４千円増加し、基金繰入により収支の均衡を図った。 
 

（９）後期高齢者医療事業 

歳入決算は、保険料収入と療養給付費繰入金などが増加したことにより、前年度か

ら７１８２万円増加し、２５億６７６８万円となった。 

歳出決算は、京都府後期高齢者医療広域連合に支出する療養給付費負担金など

の納付金が増加した影響で前年度から７１１６万円増加し、２５億３５８１万円となった。 

実質収支は３１８７万円の黒字となった。 
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財政指標 

 
 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は０.３ポイント上昇し９６.７％となった。上昇の主な

要因は、人件費、物件費、補助費等の支出額の増加である。労務費の上昇や、円安の進行、

原油価格・物価高騰など、経常的な支出の増加傾向が今後も長期的に続くことが見込まれる

現状に鑑みると、持続可能な財政構造を堅持していくためには、より一層の財政健全化の取

組を進めていく必要がある。 

分母の経常一般財源は、普通交付税が臨時経済対策費の増額などにより８.７億円増加し

たほか、定額減税の解消による個人市民税の増、民間設備投資等が増えたことによる固定資

産税の増など、市税全体で６.４億円増加したことなどにより、総額で１２.８億円増の２７８.５億円

となった。 

一方、経常一般財源のうち経常的な支出に使われた金額（分子）は、前年度から１３.１億

円増加し２６９.３億円となった。分子の増加要因のうち最も大きなものは人件費であり、人事

院勧告に準じた給与改定の影響や、地域手当の支給開始等により５.４億円の増となった。そ

の他の増加要因は、病院事業会計負担金の１.６億円の増、廃棄物関係手数料の減少により

一般財源負担額が増加したごみ処理関連経費の１.５億円の増などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

経常収支比率 ９６.７％ ～前年度比＋０.３ポイントと上昇傾向 

（注 1）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合は一

般会計、休日急患診療所費特別会計が対象となる。 

（注 2）類似団体の類型は令和２年度まではⅡ－１、令和３年度からはⅡ－２となっている。 

86.0%

88.0%

89.5%

92.7%

93.5%

96.8%
97.7%

96.5%

93.5%

92.2%

88.9%

92.8%
93.7%

96.4% 96.7%

89.6%
90.2% 89.6% 90.9%

88.7%

90.5%

91.5%
92.2%

92.8%

92.1%

87.3%

91.0%

92.3%
92.8%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

経常収支比率の推移

福知山市

類似団体平均

R7＝ ×100＝ 96.7%
経常経費に使われた経常一般財源 269.3億円［+13.1億円］

経常一般財源総額等 278.5億円［+12.8億円］
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健全化判断比率等の状況 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定められた地方公共団体の財政の健全

性を判断するための４つの指標を総称し「健全化判断比率」といい、「早期健全化基準」以上

である場合には「財政健全化計画」を、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財政再

生計画」を定めなければならない。また、公営企業等については、資金不足比率が経営健全

化基準を超えた場合、経営健全化計画を定めなければならない。 

令和７年度における健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内であった。赤

字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体では黒字決算であ

るため非該当である。③実質公債費比率は、繰上償還により一般会計等の元利償還金が 

減少したことに加え、分母である標準財政規模が増加したため、当年度（単年度）における実

質公債費比率は９.９％と前年度比１.０ポイント改善したが、指標に用いる３か年平均値は前

年度から０.１ポイント上昇の１０.１％となった。④将来負担比率については、公営企業債等繰

入見込額の増加や、基準財政需要額算入見込額の減少などにより、前年度比０.８ポイント上

昇の２９.１％となった。 

●健全化判断比率（４指標）  ※下段(）書きは令和６年度数値       （単位：％） 

  
① 実質赤字 

比率 

② 連結実質 

  赤字比率 

③ 実質公債費 

比率 

④ 将来負担 

比率 

福知山市 
- - 10.1 29.1 

(-) (-) (10.0) (28.3) 

早期健全化基準 
12.00 17.00  25.0  350.0  

(12.06) (17.06) (25.0) (350.0) 

財政再生基準 
20.00  30.00  35.0  

  (20.00) (30.00) (35.0) 

実質公債費比率と将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●資金不足比率                                               （単位：％） 

健全化判断比率の４指標は全て早期健全化基準内、資金不足の公営企業はなし 
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●資金不足比率                                               (単位：％） 

会 計 名 R７ R６ R５ R４ R３ 経営健全化基準 

資金不足企業会計なし - - -  -  -  20.0 

 

 

 

<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したも

の。この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていること

を示している。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共

団体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（地方債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危

険度を示したもの。地方債の償還は原則削減や先送りができないため、この比率が高くな

るほど財政の弾力性が低下していることを示している。 

比率が18％以上になると、地方債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一

般単独事業等の地方債発行が制限される。 

実質公債費比率 

（３か年平均） 
＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計、企業会計への公債費償還相当繰出金及び負担金、加入団体への借入金

償還財源負担金、債務負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 
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○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残

高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高い

と将来の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に

係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額） 

 

○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して

指標化し、経営状況の健全度を示したもの。 

この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消するのが難しくなり、公営企業の

経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 

の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設改良費等以外の経費の財 

源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て

「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字再建団体と

なり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が求められる。 

  

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」を

策定し、経営健全化を図る必要がある。 
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<会計区分のイメージ> 

一
般
会
計
等 

一般会計 
実

質

赤

字

比

率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

 

将

来

負

担

比

率 

一般会計等に属

する特別会計 
休日急患診療所費特別会計 

公 

営 

事 

業 

会 

計 

一般会計等以外

の特別会計のう

ち公営企業に係

る特別会計以外

の特別会計 

国民健康保険事業特別会計   

国民健康保険診療所費特別会計  

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）    

後期高齢者医療事業特別会計   

公 

営 

企 

業 

会 

計 

法適用 

企業 

水道事業会計 

資

金

不

足

比

率 

下水道事業会計 

病院事業会計 

法非適用 

企業 

と畜場費特別会計 

宅地造成事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

一部事務組合 
京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     

京都府自治会館管理組合     

広域連合 
京都府後期高齢者医療広域連合     

京都地方税機構   

地方公社、第３セクター

等、地方独立行政法人(※) 
福知山公立大学       

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターによる将来負担比率へ

の実質的な影響はなし。 
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資料編 

 

１ 会計別決算の状況 

   

（単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

50,528,744 49,832,805 36,108         659,831 0.5

6,619,181 6,554,804 -                64,377 △ 2.3

29,666 29,666 -                0 1.7

13 13 -                0 △ 99.0

15,921 8,454 -                7,467 17.9

27,563 27,563 -                0 5.9

103,130 173,687 -                △ 70,557 1.6

8,071,737 7,861,088 -                210,649 △ 3.7

52,342 47,830 -                4,512 20.2

48 48 -                0 8.4

2,567,681 2,535,811 -                31,870 2.9

17,487,283 17,238,965 -                248,318 △ 2.1

2,200,324 2,131,636 -                68,688 1.4

4,466,440 4,233,927 -                232,513 △ 3.8

17,976,497 18,334,737 -                △ 358,240 8.5

17,225,792 17,588,984 -                △ 363,193 8.6

750,705 745,753 -                4,953 5.6

24,643,261 24,700,300 -                △ 57,039 5.5

92,659,288 91,772,070 36,108 851,110 1.3

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

介 護 保 険
事 業 介 護 サ ー ビ ス

事 業 勘 定

保 険 事 業
勘 定

企 業 会 計 合 計

下 水 道 事 業

下 夜 久 野 地区 財 産 区 管 理会

福知山市民病院

大江分院

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

宅 地 造 成 事 業

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

病 院 事 業

市民病院事業
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２ 一般会計歳入決算の状況  

（ 単位 ： 千円、％ ）

1.1

0.4

比 較 増 減

7.6

△ 5.1

△ 4.1

8.6

△ 8.7

3.7

△ 0.7

2.0

△ 80.2

285.9

0.4

19.1

8.0

340,281

△ 8.2

△ 408,929

△ 118,514

10,745

伸率

5.3

△ 6.0

△ 9.1

△ 1.8

△ 50.7

921,953

493

29,097

△ 376

△ 7.5

290,032

△ 343,584

市 債 4,798,822 9.5 △ 395,7224,403,100 8.7

3,370,426 6.7

16.9

50,306,977 100.0 221,767

32,401,673 64.4

12,160,908 24.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,371 0.0

13,082,861 25.9

6,995

国 庫 支 出 金 8,463,160

金 額

△ 342,129

947

△ 519

△ 97,525

16,237

159,400

68,222

地 方 特 例 交 付 金 426,564 0.8

26,673

0.3

84,435 0.2

0.0 5,960 0.0

1,994,683

5,441

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 181,180 0.4

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

25,726 0.00.0

区     分 令 和 6 年 度令 和 7 年 度

収 入 済 額財    源    別
構成
比率

収 入 済 額
構成
比率

4.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

2,154,083 4.3

1.1

642,105

35.6

0.3

23.9

△ 10,503

△ 14,000

0.7

2.1

4.3

1.6

1.5

21,917 0.0

762,646

122,730 0.2

35.2

397,248 0.8

17,786,790

1.0

0.0

0.2

17,905,304

527,291538,036 1.1

806,177

分 担 金 及 び 負 担 金 174,850

諸 収 入 776,645

市 税 12,013,257

財 産 収 入 356,050

使 用 料 及 び 手 数 料 1,071,932

1.5

887,069 1.8

1,521,439 2,148,984

424,272 0.8

12,655,362 25.1

164,347 0.3

3.0

974,407 1.9

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

19.2

59.1

△ 29.2△ 627,545

329,661寄 附 金 557,408

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 5,680

152,083

122,237

50,528,744 100.0

0.0

8,119,576 16.1

3,660,458 7.2

32,741,954 64.8

249,399 0.5 248,755 0.5 644 0.3

環 境 性 能 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

85,070 0.2 92,008 0.2 △ 6,938
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市税

25.1 %

地方譲与税

1.1 %

地方消費税交付金

4.3 %

法人事業

税交付金

0.5 %

地方交付税

25.9 %
分担金及び負担金

0.3 %

使用料及び手数料

1.9 %

国庫支出金

16.1 %

府支出金

7.2 %

財産収入

0.8 %

寄附金

1.8 %

繰入金

3.0 %

繰越金

0.8 %

諸収入

1.5 %

市債

8.7 %

その他

1.0 %

歳入決算の構成比 単位（％）

120.1 

5.3 

19.9 

2.5 

121.6 

1.7 

10.7 

84.6 

33.7 

3.6 
5.6 

21.5 

8.1 
7.8 

48.0 

8.4 

126.6 

5.4 

21.5 

2.5 

130.8 

1.6 

9.7 

81.2 

36.6 

4.2 
8.9 15.2 

4.0 
7.6 

44.0 

5.4 

0

20

40

60

80

100

120

140

億円
前年度歳入決算額との比較

R6 R7
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３ 主な一般財源の状況 

  

（単位：千円、％）

令和7年度 令和6年度 増減額 増減率

市 税 12,655,362 12,013,257 642,105 5.3

地 方 譲 与 税 538,036 527,291 10,745 2.0

利 子 割 交 付 金 21,917 5,680 16,237 285.9

配 当 割 交 付 金 122,730 122,237 493 0.4

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 181,180 152,083 29,097 19.1

地 方 消 費 税 交 付 金 2,154,083 1,994,683 159,400 8.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 5,441 5,960 △ 519 △ 8.7

環 境 性 能 割 交 付 金 85,070 92,008 △ 6,938 △ 7.5

法 人 事 業 税 交 付 金 249,399 248,755 644 0.3

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

26,673 25,726 947 3.7

地 方 特 例 交 付 金 84,435 426,564 △ 342,129 △ 80.2

地 方 交 付 税 13,082,861 12,160,908 921,953 7.6

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,995 7,371 △ 376 △ 5.1

臨 時 財 政 対 策 債 0 84,822 △ 84,822 皆減

29,214,182 27,867,345 1,346,837 4.8

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況 

 

  

（１）決算状況 (単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(2)

5,421,492   24,470       5,445,962   4,963,765   20,994       4,984,759   461,203 9.3

4,054,346   23,140       4,077,486   3,570,108   20,698       3,590,806   486,680 13.6

1,367,146   1,330         1,368,476   1,393,657   296           1,393,953   △25,477 △ 1.8

6,007,551   13,539       6,021,090   5,830,667   12,264       5,842,931   178,159 3.0

5,979,200   13,539       5,992,739   5,802,346   12,264       5,814,610   178,129 3.1

28,351       -              28,351       28,321       -              28,321       30 0.1

329,392      2,432         331,824      325,170      2,629         327,799      4,025 1.2

28,340       -              28,340       28,940       -              28,940       △600 △ 2.1

301,052      2,432         303,484      296,230      2,629         298,859      4,625 1.5

587,474      -              587,474      594,570      -              594,570      △7,096 △ 1.2

8,114         -              8,114         8,649         -              8,649         △535 △ 6.2

260,366      532           260,898      253,996      553           254,549      6,349 2.5

12,614,389  40,973       12,655,362  11,976,817  36,440       12,013,257  642,105 5.3

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

99.55 30.87 98.83 99.56 28.78 98.82 △ 0.01 2.09 0.01

入 湯 税

都 市 計 画 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

種 別 割

環 境 性 能 割

令和7年度 令和6年度 増減

伸 率
(%)

令和6年度

市 税 合 計

令和7年度 決 算
対 比

(1)－(2)
款 項 目

市 民 税

た ば こ 税

国 有 資 産 等 所 在
市 町 村 交 付 金
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５ 一般会計歳出決算の状況 

   （１）目的別 （単位：千円、％）

支出額
（Ａ）

構成比
支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 260,339 0.5 271,794 0.5 △ 11,455 △ 4.2

総 務 費 6,621,766 13.3 5,791,822 11.7 829,944 14.3

民 生 費 17,606,584 35.4 16,515,108 33.4 1,091,476 6.6

衛 生 費 6,334,270 12.7 7,167,107 14.6 △ 832,837 △ 11.6

労 働 費 17,257 0.0 17,243 0.0 14 0.1

農 林 業 費 1,273,548 2.6 1,356,280 2.7 △ 82,732 △ 6.1

商 工 費 537,223 1.1 462,890 0.9 74,333 16.1

土 木 費 4,187,395 8.4 3,664,122 7.4 523,273 14.3

消 防 費 1,957,253 3.9 1,743,601 3.5 213,652 12.3

教 育 費 5,544,329 11.1 5,900,183 11.9 △ 355,854 △ 6.0

公 債 費 5,492,841 11.0 5,773,544 11.6 △ 280,703 △ 4.9

災 害 復 旧 費 － － 916,083 1.8 △ 916,083 皆減

目的別合計 49,832,805 100.0 49,579,777 100.0 253,028 0.5

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 9,200,335 18.5 8,507,177 17.2 693,158 8.1

物 件 費 6,696,444 13.4 5,580,565 11.3 1,115,879 20.0

維 持 補 修 費 448,996 0.9 369,250 0.7 79,746 21.6

扶 助 費 10,980,960 22.0 10,295,050 20.7 685,910 6.7

公 債 費 5,492,479 11.0 5,771,559 11.6 △ 279,080 △ 4.8

補 助 費 等 6,570,671 13.2 6,627,948 13.4 △ 57,277 △ 0.9

積 立 金 1,133,471 2.3 777,839 1.6 355,632 45.7

貸 付 金 ・ 出 資 金 229,157 0.5 242,969 0.5 △ 13,812 △ 5.7

繰 出 金 3,207,197 6.4 3,216,780 6.5 △ 9,583 △ 0.3

投 資 的 経 費 5,873,095 11.8 8,190,640 16.5 △ 2,317,545 △ 28.3

性質別合計 49,832,805 100.0 49,579,777 100.0 253,028 0.5

目的別

令和６年度 増減令和７年度

性質別

令和６年度 増減令和７年度
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６ 健全化判断比率算定シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）実質赤字比率 （単位：千円）

７年度 ６年度 増減

659,831 659,905 △ 74

0 0 0

659,831 659,905 △ 74

2.50% ⇒ － 2.60% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率 （単位：千円）

７年度 ６年度 増減

64,377 53,425 10,952

0 0 0

210,649 98,671 111,978

4,512 2,132 2,380

31,870 31,213 657

311,408 185,441 125,967

７年度 ６年度 増減

1,482,365 1,366,527 115,838

568,113 513,509 54,604

7,465,162 7,951,455 △ 486,293

0 0 0

58,479 59,299 △ 820

27,127 29,903 △ 2,776

9,601,246 9,920,693 △ 319,447

10,572,485 10,766,039 △ 193,554

26,342,822 25,290,991 1,051,831

40.13% ⇒ － 42.56% ⇒ － －　

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　⑤

計　③

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

連結実質赤字比率

実質収支額

実質収支額

資金不足・剰余額

一般会 計等 以外

の 特 別 会 計 の

う ち 公 営 企 業 に

係 る 特 別 会 計

以 外の特別 会計

国民健康保険診療所費特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

会　計　名

　④÷⑤
　　　正数は　”　-　”

と畜場費特別会計

下水道事業会計

一
般
会
計
等

実質赤字比率

会　計　名

会　計　名

　①÷⑤
　　　正数は　”　-　”

一般会計

計　①

休日急患診療所費特別会計

①　＋　②　+　③　＝　④

法 適 用
企 業

計　②

法非適用
企 業

宅地造成事業特別会計

石原土地区画整理事業特別会計

公
営
企
業
会
計

水道事業会計

病院事業会計
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

７年度 ６年度 増減

① 5,518,784 5,485,792 32,992

② 1,663,301 1,744,427 △ 81,126

1,648,900 1,730,539 △ 81,639

0 0 0

14,401 13,888 513

0 0 0

③ 229,205 259,656 △ 30,451

4,943,123 4,816,027 127,096

⑤ 26,342,822 25,290,991 1,051,831

9.39152 10.52278 △ 1.13126

9.9 10.3 △ 0.4

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

７年度 ６年度 増減

43,366,816 44,209,917 △ 843,101

0 0 0

16,788,802 16,011,645 777,157

0 0 0

5,523,449 5,451,616 71,833

① 65,679,067 65,673,178 5,889

9,916,459 9,919,025 △ 2,566

6,364,746 4,694,018 1,670,728

3,788,651 3,208,320 580,331

43,101,591 45,204,339 △ 2,102,748

② 59,382,796 59,817,382 △ 434,586

③ 26,342,822 25,290,991 1,051,831

4,730,651 4,654,513 76,138

29.1 28.3 0.8

※１ 　組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合に対しての見込額である。

（５）資金不足比率

該当会計なし

充当可能基金

特定財源見込額

　　うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

準元利償還金

　　計

　　計

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

（①-②）÷（③-④）

元利償還金 （繰上償還除く）

内
訳

特定財源

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

標準財政規模

一時借入金利子

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

退職手当負担見込額

地方債の現在高

充
当
可
能
財
源

組合等負担等見込額

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将来負担比率

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

７年度 ６年度 増減 5年度

① 5,176,296 5,260,348 △ 84,052 5,275,977

② 1,962,841 1,943,638 19,203 1,724,625

1,941,720 1,913,661 28,059 1,715,906

0 0 0 0

21,121 29,938 △ 8,817 8,719

0 39 △ 39 0

③ 270,802 295,677 △ 24,875 295,309

4,730,651 4,654,513 76,138 4,795,296

⑤ 26,342,822 25,290,991 1,051,831 24,785,130

9.89111 10.92142 △ 1.03031 9.55484

10.1 10.0 0.1 9.8実質公債費比率（３か年平均）

実
質
公
債
費
比
率

元利償還金 （繰上償還除く）

準元利償還金

内
訳

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金利子

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      ④

標準財政規模

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

※1
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水道事業会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１

　本市水道事業におきましては、市民生活や企業活動を支える最重要なライフラインとして、安全

で良質な水道水の安定供給に努めました。

　令和７年度末の給水戸数は36,991戸で、前年度末と比べ179戸の増となりました。給水量は、家

事用は前年度比0.8％減の6,496千㎥となりました。また、業務用は前年度比0.6％増の2,363千㎥

となり、総給水量では前年度比0.4％減の8,859千㎥となりました。

　施設関係では、水道管路緊急改善事業堀山第3配水系統送配水管布設替工事や堀山第2系

統配水管布設替工事を進めるなど、配水管の布設替に取り組むとともに、岼浄水場前処理設備

設置工事など浄水場やポンプ所などの老朽設備の更新や施設の機能強化等を行いました。

　収支の状況につきましては、収益では給水収益が前年度比0.01％減の1,627,424千円となった

ものの、配当金等の営業外収益が増加したことや特別利益の発生により、収益全体では前年度

に比べ、23,979千円増（1.1％）の2,200,324千円となりました。また、費用においては、労務単価の

上昇や物価高騰等の影響により原水及び浄水費や配水及び給水費において委託料や修繕費が

増加したことや、減価償却費が増加したこと等の要因により、費用全体で29,577千円増（1.4％）の

2,131,636千円となり、この結果当年度は68,688千円の純利益を計上することとなりました。

　水道事業においては、人口減少等により水需要の増加が見込めない中で、老朽化した主要施

設の本格的な更新時期を迎えており、財源の確保をはじめとして経営を取り巻く環境は厳しさを増

しています。

　今後とも水道事業ビジョンや経営戦略に基づき経営の効率化を進め、安全な水道水を供給す

るため、水道施設を適切に維持管理するとともに、強靭で安定した施設整備に向けて更新事業の

取組みを進めます。

概　　　況

上下水道部経営総務課

令和７年度  福知山市水道事業決算概要
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（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 給 水 人 口 ( 人 ) 73,335 73,748 △ 413 99.4 ％

年 度 末 給 水 戸 数 ( 戸 ) 36,991 36,812 179 100.5

年 間 配 水 量 ( ㎥ ) 10,769,509 10,713,206 56,303 100.5

年間１か月平均配水量 ( ㎥ ) 897,459 892,767 4,692 100.5

年 間 給 水 量 ( ㎥ ) 8,858,577 8,896,979 △ 38,402 99.6

年間１か月平均給水量 ( ㎥ ) 738,215 741,415 △ 3,200 99.6

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 82.3 83.0 △ 0.7

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,627,423,890 1,627,570,349 △ 146,459 100.0 ％

1,393,000 2,742,000 △ 1,349,000 50.8

33,218,840 30,333,979 2,884,861 109.5

525,088,812 515,699,266 9,389,546 101.8

13,200,000 0 13,200,000 皆増

2,200,324,542 2,176,345,594 23,978,948 101.1

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

485,707,963 464,810,018 20,897,945 104.5 ％

254,050,241 241,298,113 12,752,128 105.3

1,393,000 2,742,000 △ 1,349,000 50.8

146,685,002 148,232,633 △ 1,547,631 99.0

1,099,886,328 1,091,366,576 8,519,752 100.8

2,780,528 12,274,264 △ 9,493,736 22.7

141,133,258 141,335,909 △ 202,651 99.9

2,131,636,320 2,102,059,513 29,576,807 101.4計

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

比    率

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

事          項

特 別 利 益

事          項 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

比    率

事          項 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

比    率
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下水道事業会計 

 

 

 

 

  

１ 概　　　況

　本市下水道事業におきましては、快適で安心な暮らしを支えるため、管渠・ポンプ場・処理場等

の施設の適正な維持管理に努めるとともに、浸水対策・地震対策及び老朽化した施設の更新等の

事業に取り組みました。令和７年度末の処理戸数は34,731戸となり、前年度比257戸の増加となりま

した。有収水量については、前年度比0.4％減の12,794千㎥となりました。

　施設関係では、下水汚泥の有効利用を行う「福知山終末処理場汚泥処理施設再構築事業」を

令和２年度から令和７年度までの６か年で事業を進め、令和７年度末に完成を迎えることができまし

た。

　また、下六人部地区の浸水被害軽減対策事業を進めるとともに、下水道施設の耐震化及び被災

時における機能維持対策を推進するため段畑汚水中継ポンプ場耐震化工事や川口地域公民館

マンホールトイレ下部設置工事を実施するなど上下水道耐震化計画に基づく地震対策事業を行

いました。その他にも管渠・ポンプ場・処理場の老朽化した設備の更新工事を進めました。

　収支の状況につきましては、収益では下水道使用料が前年度比0.2％減の1,884,813千円となっ

たことに加え、雨水処理負担金収入や他会計補助金等が減少したことにより、収益全体では前年

度比5.9％減の4,466,440千円となりました。また、費用については、減価償却費等が減少し、前年

度比3.8％減の4,233,927千円となりました。この結果、当年度は232,513千円の純利益を計上する

こととなりました。

　下水道事業においては、水洗化戸数の大幅な増加が見込めないことや、老朽化した管渠やポン

プ場、処理場の主要設備の更新時期を迎えており、経営を取り巻く環境は厳しい状況となっていま

す。

　今後とも、下水道ビジョンや経営戦略に基づき、有利な財源の確保に努めながら浸水対策事業

や地震対策事業等の災害に強い下水道施設への改築更新事業に取り組むとともに、強靭で安定

した下水道を目指し、施策展開を図っていきます。

上 下 水 道 部

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

令和７年度  福知山市下水道事業決算概要

上下水道部経営総務課
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（１）   業  務  量

年 度 末 水 洗 化 人口 (人) 69,337 69,626 △ 289 99.6 ％

年 度 末 水 洗 化 戸数 (戸) 34,731 34,474 257 100.7

年 間 総 処 理 水 量 (㎥) 17,992,178 19,629,567 △ 1,637,389 91.7

年間１か月平均総処理水量 (㎥) 1,499,348 1,635,797 △ 136,449 91.7

年 間 有 収 水 量 (㎥) 12,794,226 12,849,291 △ 55,065 99.6

年間１か月平均有収水量 (㎥) 1,066,186 1,070,774 △ 4,588 99.6

年 間 有 収 水 量 率 (％) 71.1 65.5 5.6

 （２）   事業収入に関する事項 （単位 ： 円）

1,884,813,098 1,888,547,031 △ 3,733,933 99.8 ％

537,490,338 592,576,246 △ 55,085,908 90.7

1,774,700 1,670,100 104,600 106.3

2,041,986,419 2,265,146,773 △ 223,160,354 90.1

375,000 0 375,000 皆増

4,466,439,555 4,747,940,150 △ 281,500,595 94.1

 （３）   事業費に関する事項 （単位 ： 円）

178,697,425 174,999,113 3,698,312 102.1 ％

218,555,829 230,739,013 △ 12,183,184 94.7

1,001,700,993 1,013,065,812 △ 11,364,819 98.9

70,044,271 67,746,739 2,297,532 103.4

92,408,212 86,874,691 5,533,521 106.4

2,355,228,832 2,502,936,875 △ 147,708,043 94.1

13,132,092 24,665,206 △ 11,533,114 53.2

304,058,764 302,352,612 1,706,152 100.6

100,137 0 100,137 皆増

4,233,926,555 4,403,380,061 △ 169,453,506 96.2

事            項 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

増    減 比    率

事            項 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

増    減 比    率

下 水 道 使 用 料

負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

計

事            項 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度
比          較

増    減 比    率

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

営 業 外 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

特 別 損 失

計
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病院事業会計 

市民病院事務部総務課 

℡ ２ ２ － ２ １ ０ １ 

 

令和７年度 福知山市病院事業決算概要 

１ 概 況 

 令和 7年度の病院事業の運営につきましては、福知山市民をはじめとする近隣市町住民の高

度・多様化する医療ニーズに応えるため引き続き医療機器整備や人材確保など、医療資源の充実

に努めました。 

 施設関係につきましては昨年度に引き続き本院の経年劣化した給湯配管設備や手術室空調設備

の更新などを進めるとともに、令和８年度完成をめざした新棟建設事業（第 1 工区）に着手しま

した。 

 設備関係につきましては放射線科の汎用画像診断装置ワークステーションをはじめ整形外科の

関節鏡システム、中央滅菌室の自動洗浄機等の更新を進め診療体制の充実を図りました。また、

大江分院につきましては看護科の特殊入浴装置や薬剤科の散薬分包機等を更新しました。 

 本年度の患者数は、人口減少やコロナ後の受診控えなどの影響を少なからず受け、本院の入院

患者数が若干伸びたものの外来は前年度よりも落ち込み、分院においては入院、外来ともに前年

度を下回る結果となりました。総患者数は市民病院で６４５人減の３５３，８９６人、大江分院

で３３３人減の３１，８７３人となりました。 

 収支につきましては、昨年度に引き続き世界的情勢不安や円安に由来する物価高騰、また人事

院勧告に準じた給与改定により、給与費や材料費、経費が大きく増加し、本年度も厳しい経営状

況となりました。 

 本院につきましては、入院、外来ともに診療単価が上昇し診療収入は前年度比６．２％の増加

となり、収入全体では７．０％の伸びとなりましたが、支出額の増加が８．６％と収入の伸びを

上回り、本年度は３６３，１９３千円の純損失を計上しました。 

 大江分院につきましては、患者数の減少により診療収入が前年度比１．０％の減少となったこ

とに加え、給与費や経費などの支出額が増加しましたが、国による賃上げ・物価上昇に対する支

援もあり、本年度は４，９５３千円の純利益を計上することができました。 

（ｲ） 収支の状況 

病院事業全体で収益的収入 17,976,497,156 円に対し、収益的支出 18,334,737,119 円で 

収支差引 358,239,963 円の当年度純損失となりました。 

（ﾛ） 患者の状況 

本院の年度末の受診患者延数は入院 113,973 人（１日平均 312.3 人）、外来 239,923 人

（１日平均 991.4 人）、大江分院の受診患者延数は入院 17,410 人（１日平均 47.7 人）、外

来 14,463 人（１日平均 59.8 人）となりました。 

本院の病床利用率は 88.46 ％（一般病床 90.20%、結核病床 5.86%、感染症病床 41.92% ）

となり、前年度に比し、一般病床が 1.15 ポイントの増、結核病床が 4.22 ポイントの減、感

染症病床が 21.30 ポイントの減となり、全体では 0.82 ポイント増加しました。大江分院の病

床利用率は 91.73 ％となり、前年度より 0.63 ポイント減少しました。  
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２　前年度比較

＜市民病院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 353 353 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 113,973 112,920 1,053 100.9

１日平均患者数 （人） 312.3 309.4 2.9 100.9

病床利用率　　　（％） 88.46 87.64 0.82 100.9

平均診療単価　 （円） 81,870 77,951 3,919 105.0

平均在院日数　 （日） 12.1 12.4 △ 0.3 97.6

診療日数         （日） 242 243 △ 1 99.6

延べ患者数　　　（人） 239,923 241,621 △ 1,698 99.3

１日平均患者数 （人） 991.4 994.3 △ 2.9 99.7

平均診療単価　 （円） 24,170 22,545 1,625 107.2

（２） 事業収益に関する事項

15,716,966,008 14,820,829,192 896,136,816

1,245,054,759 1,012,844,491 232,210,268

83,287,812 89,941,636 △ 6,653,824

180,483,139 173,469,374 7,013,765

17,225,791,718 16,097,084,693 1,128,707,025

（３） 事業費用に関する事項

16,437,652,196 15,108,939,244 1,328,712,952

うち減価償却費 913,535,827 903,929,671 9,606,156

994,842,537 922,321,744 72,520,793

88,230,407 94,414,322 △ 6,183,915

68,259,317 64,521,052 3,738,265

17,588,984,457 16,190,196,362 1,398,788,095

（４）収支差引

△ 363,192,739 △ 93,111,669 △ 270,081,070 390.1

105.8

年    度     純    利     益

（単位   円）

比                            較

増             減 比    率（％）

108.6

外来

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度

計

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度

（単位   円）

（単位   円）

107.0

101.1

増             減

93.5

104.0

比    率（％）

107.9

108.8

92.6

106.0

比                            較

122.9

比                            較

増             減 比    率（％）

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益

看   護   学   校   収   益

比                            較

増             減

医       業       収       益

医    業     外    費     用

   特        別       損       失   

令和  ６  年度事             項 令和  ７  年度

医       業       費        用

計

看   護   学   校   費   用

   特        別       利       益   
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＜大江分院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 52 52 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 17,410 17,530 △ 120 99.3

１日平均患者数 （人） 47.7 48.0 △ 0.3 99.4

病床利用率　　　（％） 91.73 92.36 △ 0.63 99.3

平均診療単価　 （円） 26,064 26,304 △ 240 99.1

平均在院日数　 （日） 43.0 44.8 △ 1.8 96.0

診療日数         （日） 242 243 △ 1 99.6

延べ患者数　　　（人） 14,463 14,676 △ 213 98.5

１日平均患者数 （人） 59.8 60.4 △ 0.6 99.0

平均診療単価　 （円） 8,491 8,240 251 103.0

（２） 事業収益に関する事項

593,773,199 600,327,122 △ 6,553,923

134,288,602 114,501,284 19,787,318

22,643,637 28,058,683 △ 5,415,046

750,705,438 742,887,089 7,818,349

（３） 事業費用に関する事項

691,645,706 643,498,293 48,147,413

うち減価償却費 39,374,092 40,637,983 △ 1,263,891

18,122,841 18,535,875 △ 413,034

35,440,600 43,127,418 △ 7,686,818

543,515 1,345,637 △ 802,122

745,752,662 706,507,223 39,245,439

（４）収支差引

4,952,776 36,379,866 △ 31,427,090 13.6

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

入院

外来

（単位   円）

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

比    率（％）

医       業       収       益 98.9

医    業     外    収     益 117.3

計 101.1

訪　 問　 看　 護   収   益 80.7

96.9

（単位   円）

訪 　問 　看　 護   費   用 82.2

医       業       費        用 107.5

97.8

事             項 令和  ７  年度

105.6

医    業     外    費     用

（単位   円）

事             項 令和  ７  年度 令和  ６  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

40.4

計

年    度     純    利     益

   特        別       損       失   

令和  ６  年度
比                            較

増             減


